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行政監査結果報告書 

 

第１ 行政監査の趣旨 

行政監査は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第２項の規定に基

づき、行政事務の執行が法令の定めるところに従い適正に行われているか、また、経

済性、効率性及び有効性の確保がなされているかなどについて監査を実施するもので

ある。 

 

第２ 監査のテーマ 

「ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置及び管理について」 

 

第３ 監査の目的 

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）（以下「ＡＥＤ」という。）は心室細動及び無脈性

心室頻拍による心停止者の心臓に電気ショックを与えることによって、正常な心臓の

動きを取り戻す（除細動する）ための医療機器であるが、その設置については、法的

な義務付けはなく、設置者の任意によって行われているのが現状である。平成１６年

７月１日に非医療従事者である一般市民に一定の条件下でのＡＥＤの使用が認められ

てから１０年以上が経過し、この間、医療機関及び消防機関のみならず、学校、駅、

公共施設、商業施設等を中心に国内において急速に普及し、一般市民が利用可能な「Ａ

ＥＤの販売台数（累計）は全国で延べ５１万６，１３５台（内徳島県３，５１１台：

平成２６年末）(※1)」 となっている。 

しかしながら、ＡＥＤは、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律（昭和３５年法律第１４５号）（以下「医薬品医療機器等法」という。）

に規定する高度管理医療機器(※2)及び特定保守管理医療機器(※3)に指定されており、適

切な管理が行われなければ、人の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある医

療機器である。 

よって、一時救命処置においてＡＥＤが使用される際に、その管理不備により性能

を発揮できずに死亡するなどの重大な事象を防止するためには、機器の適切な管理等

の徹底が特に重要であることから、本市施設等におけるＡＥＤの設置及び管理の実態

並びに使用状況や関係者等の操作方法の習得に向けた取り組み状況等について検証す

ることにより、事故の発生予防と今後の事務の改善に資することを目的に監査を実施

する。 

 

第４ 監査の期間 

平成２７年１０月２６日から平成２８年３月２８日まで 

 

第５ 監査の対象及び範囲 

市の施設（指定管理者が管理している施設を含む。）又は市が開催するイベント等に

おいて、一般市民が使用することを前提に設置されているＡＥＤの管理等に関する事
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務。なお、業務として医療従事者等が使用するために設置されているもの及び各種行

事への貸し出し用として消防局が保有しているものを除く。 

 

第６ 監査の着眼点 

１ 設置が推奨される施設にＡＥＤが設置されているか。また、市が開催するイベント

にＡＥＤの配置ができているか。 

２ 設置場所の表示や誘導のための案内表示が利用者にとって分かり易いものか。 

３ 日常点検の実施及び消耗品の交換など、適切に管理されているか。 

４ 適切な管理を実施するため、組織的、統一的な事務執行に取り組んでいるか。 

５ 関係職員の救急蘇生法の習得（講習の受講等）及び市民への講習会の開催等が積極

的に行われているか。 

６ ＡＥＤの普及、啓発等、関連施策は効果的に実施されているか。 

 

第７ 監査の方法 

全ての課に対し、着眼点に基づいて作成した行政監査調書（調査表）及び関係書類

等の提出を求め、該当のあった課について書類審査を実施するとともに、実態の把握

が必要だと思われる２０施設を抽出し現地調査を行った。また、機器の設置及び管理

の状況並びに関連事業の実施状況について担当職員からの聴き取り調査を行った。 

 

第８ 調査対象施設及び調査対象イベントについて 

１ 調査対象施設 

平成２７年１１月１日現在、使用されている市の施設（指定管理者が管理する施設

を含む）及び現在は開設されていないが期間を限定して開設される施設（海水浴場）。 

ただし、次のア及びイの施設については除外している。 

ア 平常時には施設を閉じているなど人の出入りが非常に少ない施設（消防分団詰所、

ポンプ場・排水機場・処理場 等）。 

イ 建物の無い施設（運動広場などの主にスポーツの用に供する施設を除く。）のう

ち、面積が１５万㎡未満の施設。（駅前広場、街区公園、墓地 等。） 

 

２ 調査対象イベント 

平成２６年度中に市が主催又は共催（実行委員会形式での開催を含む。）した屋外開

催のイベントのうち、１日当たりの参加人数が２５０人以上の規模を対象とした。 

なお、２５０人という規模については、第９－１に記載した「ＡＥＤの適正配置に

関するガイドライン」において、ＡＥＤの設置が推奨される施設のうち、「大規模な商

業施設では、常時、成人が２５０人以上いる規模を目安とする。」、「会社、工場、作業

場では、例えば、５０歳以上の社員が２５０人以上働く場所・施設」と、人数につい

て一定の規模が示されていることから、その数字を参考とした。 

また、学校のグラウンドなど学校敷地内で開催されるイベントについては、各学校

に設置されているＡＥＤの利用が想定されることから除外することとした。 
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第９ ＡＥＤの設置及び管理等に関する指針について 

１ ＡＥＤの適正配置に関するガイドラインについて 

厚生労働省は、ＡＥＤの更なる普及拡大に当たり、一般財団法人日本救急医療財団

「非医療従事者によるＡＥＤ使用のあり方特別委員会」において、効果的かつ効率的

な設置に向けた指針として「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」（以下「ガイド

ライン」という。）（別添資料３）を取りまとめ公表しており、その内容は主に次のと

おりである。 

（１）ＡＥＤの効果的・効率的設置に当たって考慮すべきこと 

ガイドラインによると、ＡＥＤの設置に当たって考慮すべき事項として、次の４

点が挙げられている。 

   

① 心停止（中でも電気ショックの適応である心室細動）の発生頻度が高い（人

が多い、ハイリスクな人が多い） 

② 心停止のリスクがあるイベントが行われる（心臓震盪のリスクがある球場、

マラソンなどリスクの高いスポーツが行われる競技場など） 

  ③ 救助の手がある／心停止を目撃される可能性が高い（人が多い、視界がよい） 

  ④ 救急隊到着までに時間を要する（旅客機、遠隔地、島しょ部、山間等） 

       

 

（２）ＡＥＤの設置が推奨される施設の具体例 

ＡＥＤの設置が推奨される施設の具体例としては、次の１３の項目が示されてい

る。 

 

① 駅・空港 

  ② 旅客機、長距離列車・長距離旅客船等の長距離輸送機関 

  ③ スポーツジム及びスポーツ関連施設 

  ④ デパート・スーパー・飲食店などを含む大規模な商業施設 

  ⑤ 多数集客施設 

  ⑥ 市役所、公民館、市民会館等の比較的規模の大きな公共施設 

  ⑦ 交番、消防署等の人口密集地域にある公共施設 

  ⑧ 高齢者のための介護・福祉施設 

  ⑨ 学校（小学校、中学校、高等学校、大学、専門学校等） 

  ⑩ 会社、工場、作業場 

⑪ 遊興施設 

⑫ 大規模なホテル・コンベンション 

⑬ その他 

  ⑬－１ 一次救命処置の効果的実施が求められるサービス 

  ⑬－２ 島しょ部及び山間部などの遠隔地・過疎地、山岳地域など、救急隊や

医療の提供までに時間を要する場所    
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（３）ＡＥＤの施設内での配置に当たって考慮すべきこと 

ＡＥＤの施設内での配置方法については、次の６つの項目が示されている。 

 

① 心停止から５分以内に除細動が可能な配置 

  － 現場から片道１分以内の密度での配置 

   － 高層ビルなどではエレベーターや階段等の近くへの配置 

   － 広い工場などでは、ＡＥＤ配置場所への通報によって、ＡＥＤ管理者が現

場に直行する体制、自転車やバイク等の移動手段を活用した時間短縮を考慮 

② 分かりやすい場所（入口付近、普段から目に入る場所、多くの人が通る場所、

目立つ看板） 

③ 誰もがアクセスできる（カギをかけない、あるいはガードマン等、常に使用

できる人がいる） 

④ 心停止のリスクがある場所（運動場や体育館等）の近くへの配置 

⑤ ＡＥＤ配置場所の周知（施設案内図へのＡＥＤ配置図の表示、エレベーター

内パネルにＡＥＤ配置フロアの明示等） 

⑥ 壊れにくく管理しやすい環境への配置 

     

 

２ ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等について 

ＡＥＤの適切な点検・管理については、厚生労働省から平成２１年４月１６日付「Ａ

ＥＤの適切な管理等の実施について（注意喚起及び関係団体への周知依頼）」（別添資

料１）、及び平成２５年９月２７日付「ＡＥＤの適切な管理等の実施について（再周知）」

（別添資料４）により、各都道府県知事宛に２度の通知がなされており、管轄下の各

市町村に対してもＡＥＤの適切な管理等が徹底されるよう求められているところであ

る。なお、管理等の内容については、「ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等について」

（以下「設置者等が行うべき事項等」という。）として、次の４つの項目が示されてお

り、より具体的な対応方法等については、「ＡＥＤの適切な管理等の実施に係るＱ＆Ａ」

（以下「Ｑ＆Ａ」という。）（別添資料２）に示されている。 

   

１．点検担当者の配置について 

２．点検担当者の役割等について 

１）日常点検の実施 

２）表示ラベルによる消耗品の管理 

３）消耗品交換時の対応 

３．ＡＥＤの保守契約による管理等の委託について 

４．ＡＥＤの設置情報登録について 
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第１０ 監査の結果 

１ 本市におけるＡＥＤの設置状況について 

（１）部局別設置状況 

平成２７年１１月１日現在における監査対象である本市施設は３４３施設で、そ

の内ＡＥＤを設置している施設の状況を所管部局別にまとめると（表１）のとおり

となった。 

ＡＥＤを設置している施設は全部で１０５施設あり、教育委員会が所管する施設

が最も多く６４施設（７５台）、次いで市民環境部が２３施設（２３台）、経済部が

５施設（６台）等となっている。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）利用形態別・設置目的別設置状況 

市の施設をその利用形態及び設置する主要な目的別に分類し、ＡＥＤの設置状況

をまとめると次の（表２）のとおりとなった。 

なお、利用形態の区分として、地方自治法第２４４条第１項に規定されている「住

民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設（これを公の施設と

いう。）」と、それ以外の施設に区分し、公の施設を「公共用施設」、それ以外の施設

を「公用施設」とした。 

また、設置目的別による区分については、それぞれの施設の主な設置目的に着目

し、次の①から⑫の区分に分類した。 

 

 

 

（表１） （単位：施設・台）

企画政策局 0 - -
総務部 2 0 -
財政部 2 1 1
市民環境部 68 (33) 23 23
保健福祉部 59 (7) 2 2
経済部 10 (8) 5 6
都市整備部 43 (3) 2 2
土木部 2 1 1
危機管理監 0 - -
消防局 7 2 2
会計管理者 0 - -
議会事務局 0 - -
教育委員会 143 (21) 64 75
他行政委員会 0 - -
水道局 3 3 3
交通局 3 1 1
病院局 1 1 2

合計 343 (72) 105 118
※他行政委員会：選挙管理委員会、監査委員、農業委員会。

所管部局等
監査対象施設数

(内指定管理施設)
ＡＥＤ設置台数ＡＥＤ設置施設数
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＜設置目的別による区分及び施設の具体例＞ 

Ⅰ公用施設 

 ①庁舎関連施設：市役所本庁舎、支所、水道局本庁舎 等 

 ②消防関連施設：消防署、分署・出張所 等 

 ③その他施設：環境事業所、浄化センター、第十浄水場 等 

Ⅱ公共用施設 

 ④学校関連施設：幼稚園、小学校、中学校 等 

 ⑤福祉関連施設：生涯福祉センター、デイサービスセンター 等 

 ⑥スポーツ関連施設：体育館、運動広場、庭球場、プール 等 

 ⑦コミュニティ関連施設：コミュニティセンター、市民活力開発センター 等 

 ⑧教育・文化関連施設：文化振興施設、図書館、公民館、博物館 等 

 ⑨保育・子育て支援関連施設：保育所、児童館 等 

 ⑩保健・衛生・医療関連施設：保健センター、病院、葬斎場 等 

 ⑪産業・観光関連施設：阿波おどり会館、地下駐車場、公園 等 

 ⑫その他施設：女性センター、消費生活センター、市営住宅 

 

 調査対象施設３４３施設のうち、公用施設は３３施設あり、公共用施設は３１０

施設あった。 

また、ＡＥＤを設置している１０５施設を利用形態別でみると、公用施設では７

施設（設置台数７台）、公共用施設では９８施設（設置台数１１１台）となっている。 

設置目的別でみると、公用施設のうち設置が最も多いのは①庁舎関連施設の３施

設（３台）となっている。また、公共用施設のうち設置が最も多いのは④学校関連

施設の４７施設（５７台：内小学校３３台、中学校２１台）で、次に⑦コミュニテ

ィ関連施設の２１施設（２１台）、⑧教育・文化関連施設の９施設（１０台）等とな

っている。 

次に、ＡＥＤ設置施設１０５施設の設置目的別の割合を円グラフにまとめると次

の（図１）のとおりとなった。割合が最も高かったのは④学校関連施設の４４．８％

で、次に⑦コミュニティ関連施設の２０．０％、⑥スポーツ関連施設、⑧教育・文

化関連施設及び⑪産業・観光関連施設の８．６％等となっている。 
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④学校関連施設 

44.8% 

⑦コミュニティ

関連施設 20.0% 

⑥スポーツ関連

施設 8.6% 

⑧教育・文化関

連施設 8.6% 

⑪産業・観光関

連施設 8.6% 

①庁舎関連施設 

2.9% 

②消防関連施設 

1.9% 

③その他施設 

1.9% 

⑩保健・衛生・

医療関連施設 

1.9% 

⑤福祉関連施設 

1.0% 

（図１：ＡＥＤ設置１０５施設に占める 

    施設設置目的別ＡＥＤ設置割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表２） （単位：施設、台、％）

施設数 ＡＥＤ設置 ＡＥＤ設置割合

　　　　　　(Ａ)    施設数  (Ｂ) (Ｂ／A)

33 7 7 21.21
①庁舎関連施設 21 3 3 14.29

内　支所 (14) (0) － －
②消防関連施設 7 2 2 28.57
③その他施設 5 2 2 40.00

310 98 111 31.61

72 47 57 65.28
内　幼稚園 (24) (0) － －
内　小学校 (31) (31) (33) 100.00
内　中学校 (15) (15) (21) 100.00

⑤福祉関連施設 24 1 1 4.17
⑥スポーツ関連施設 17 9 9 52.94
⑦コミュニティ関連施設 30 21 21 70.00

内　コミュニティセンター (28) (21) (21) 75.00
⑧教育・文化関連施設 57 9 10 15.79

内　公民館 (41) (4) (4) 9.76
内　教育集会所 (8) (0) － －

⑨保育・子育て支援関連施設 51 0 － －
内　保育所 (29) (0) － －
内　児童館 (20) (0) － －

⑩保健・衛生・医療関連施設 5 2 3 40.00
⑪産業・観光関連施設 16 9 10 56.25
⑫その他施設 38 0 － －

内　市営住宅 (36) (0) － －

343 105 118 30.61
※③その他施設：東部・西部環境事業所、中央・北部浄化センター、第十浄水場。　　　　　　　　　　

※⑫その他施設：女性センター、消費生活センター、市営住宅。

AED設置台数

④学校関連施設

合計

利用形態・設置目的

Ⅰ公用

Ⅱ公共用
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一方、ＡＥＤを設置していない施設は全部で２３８施設となっており、それら施

設を対象に、今後の設置予定の有無、設置していない理由及び心停止が発生した場

合の対処方法について各所管課に対して質問したところ、次の（表３）及び（表４）

のとおりとなった。 

今後の設置予定について「有」と答えた施設は無く、「検討中」と答えた施設は７

９施設、「無」と答えた施設は１５９施設であった。 

また、設置していない理由について最も多かったのが、「併設（隣接）施設に設置

されている為」で６１施設、次に「設置に係る費用や維持管理費が無い為」が４４

施設、「個人が利用する施設の為」が３６施設、「心停止の発生確率が低い為」が２

６施設等となっている。 

次に心停止が発生した場合の対処方法についての質問に対して、最も多かったの

が「併設（隣接）施設に設置されているＡＥＤを利用する」で８２施設、次に「近

隣施設（市施設）に設置されているＡＥＤを利用する」が３９施設、「近隣施設（市

施設以外）に設置されているＡＥＤを利用する」が３１施設、残りの８６施設は「救

急で対応する」との回答であった。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）設置場所について 

ガイドラインによるとＡＥＤの施設内での配置方法として、アクセスしやすい場

所への配置、配置場所が容易に把握できるよう見やすい場所への配置、運動場や体

育館などの心停止のリスクがある場所への配置及び日常点検がしやすく壊れにくい

環境への配置が重要であるとされている。 

（表４）

未回答

17 45

設置していない理由（※複数回答あり）

（単位：施設）
設置していない施設数 238

7

屋外施設
で管理
が困難

4

その他
併設（隣
接）施設
に設置

61

設置費用
が無い

44

個人が
利用する

施設

36

心停止の
発生確率
が低い

26

利用者が
少ない

設置している施設数 105

合計

238

救急で対応

86

心停止が発生した場合の対処方法

82 39 31

併設（隣接）
施設設置の
ＡＥＤを利用

近隣施設
(市)設置の
ＡＥＤを利用

近隣施設(市以
外)設置の

ＡＥＤを利用

（表３） （単位：施設）

有 検討中 無

0 79 159 238

設置予定の有無
合計
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本市ＡＥＤ設置施設である１０５施設すべてのＡＥＤ１１８台について、その設

置場所をまとめると次の（表５）のとおりとなった。 

ＡＥＤの設置場所で最も多かったのは「体育館・集会室」で３４台、次に「玄関・

ロビー」が２９台、「事務室・職員室」が２２台、「受付・案内」が１３台、「廊下」

が１０台となっている。また、その他の事例として「保健室」が４台、「警備室」が

２台、「テニスコート」、「授乳室」、「ラウンジ」及び「救護ベッド横」がそれぞれ１

台となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表５） (単位：台）

玄関・
ロビー

受付・
案内

廊下
事務室・
職員室

体育館・
集会室

その他 合計

①庁舎関連施設 2 1 3
②消防関連施設 1 1 2
③その他施設 1 1 2
④学校関連施設 7 7 7 32 4 57
⑤福祉関連施設 1 1
⑥スポーツ関連施設 3 2 3 1 9
⑦コミュニティ関連施設 14 1 3 2 1 21
⑧教育・文化関連施設 2 2 1 5 10
⑩保健・衛生・医療関連施設 3 3
⑪産業・観光関連施設 3 3 4 10

29 13 10 22 34 10 118
※その他：保健室4台、警備室2台、テニスコート1台、授乳室1台、ラウンジ1台、救護ベッド横1台。

公
用

公
共
用

利用形態・利用目的

合計

（設置例１：体育館） 

（設置例２：玄関ロビー） （設置例３：廊下） 
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（設置例４：施設外側） 

設置例５：授乳室（左：入口、右：室内設置場所） 

設置例６：警備室（左：入口、右：室内設置場所） 
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（４）設置表示及び案内表示の有無について 

ＡＥＤ設置施設であることの設置表示及び設置場所までの案内表示（設置場所ま

での経路表示）の有無については、次の（表６）のとおりとなっている。 

ＡＥＤ設置施設である１０５施設のうち設置表示をしている施設は９０施設で、

その内施設利用者以外の人にも分かるように敷地外部に設置表示をしている施設は

３１施設となっている。なお、設置表示をしていない施設は１５施設であった。ま

た、施設が広く設置表示から設置場所までに距離があるなど、施設内にＡＥＤまで

の案内表示をしている施設は２１施設となっている。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表６） （単位：施設）

有

21

設置表示

案内表示

無
有

15

合計

105
90

(31)

（内：敷地外部への表示）

設置表示例１：正面玄関に掲示 

設置表示例２：正面門扉に掲示 
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（５）市施設への導入の推移 

平成１６年度に一般市民によるＡＥＤの使用が認められたことにより、本市施設

においてもＡＥＤの導入が開始され、機器の更新を除き１１８台の機器が現在まで

に導入されているところである。このことについて、本市施設へのＡＥＤの導入の

推移を年度別に示すと（表７）及び（図２）のとおりとなっている。 

毎年複数台の機器が新たに導入されているところであるが、なかでも平成１８年

度には中学校に１５台（年度導入総数２６台）、平成２０年度には小学校に３１台（年

度導入総数４０台）の導入が進められたことにより総設置台数が８４台と大きく増

加しており、平成２０年度までに現在の総設置台数に対する割合は７１．２％とな

っている。 

また、導入後に耐用期間が経過したことにより、これまでに機器の更新を行って

いるものは７６台となっている。 

案内表示例１：敷地内通路に掲示 

案内表示例２：校舎案内図に表示（○で囲んだ部分） 
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（表７） （単位：台）

・導入 1 2 3
・更新 1 1 2
内廃棄 (1) (1) (2)
内現存 2 1 3
・導入 2 2
・更新

内廃棄

内現存 2 2
・導入 2 1 3
・更新

内廃棄 (1) (1)
内現存 1 1 2
・導入 15 31 1 2 3 2 1 2 57
・更新 15 31 46
内廃棄 (15) (31) (46)
内現存 1 2 18 2 32 2 57
・導入 1 1
・更新

内廃棄

内現存 1 1
・導入 4 2 2 1 9
・更新 2 3 2 2 9
内廃棄 (4) (2) (2) (1) (9)
内現存 2 3 2 2 9
・導入 2 2 7 1 1 3 2 2 20
・更新 11 11
内廃棄 (2) (1) (6) (1) (10)
内現存 1 1 1 3 13 2 21
・導入 4 2 2 1 1 10
・更新 2 1 1 4
内廃棄 (3) (1) (4)
内現存 1 1 2 2 1 2 1 10
・導入 1 2 3
・更新 1 1
内廃棄 (1) (1)
内現存 2 1 3
・導入 2 1 3 1 1 1 9
・更新 1 2 3
内廃棄 (1) (1) (2)
内現存 2 2 1 1 1 1 2 10

1 5 26 12 40 7 3 5 5 6 5 2 117

1 6 32 44 84 91 94 99 104 110 115 117

2 19 35 17 3 76

2 6 2 3 5 3 24 5 41 22 5 118

2 8 10 13 18 21 45 50 91 113 118
※導入：当該施設に初めて設置したＡＥＤの台数（複数台設置施設の場合、２台目以降を含む）。
※更新：耐用期間が経過し更新の為に設置したＡＥＤの台数。
※内廃棄：導入したＡＥＤのうち廃棄したＡＥＤの台数。
※コミュニティ関連施設において、導入年度不明が１台あり。

⑩保健・衛生・医
療関連施設

⑪産業・観光関連
施設

合計

　導入・更新年度

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

公
共
用

（内現存台数　累計）

利用形態・設置目的

導入台数　累計

（内現存台数　合計）

導入台数  合計

更新台数　　合計

①庁舎関連施設

②消防関連施設
公
用

③その他施設

④学校関連施設

⑤福祉関連施設

⑥スポーツ関連施
設

⑦コミュニティ関連
施設

⑧教育・文化関連
施設
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平成  

27 

当該年度設置分 

前年度までの設置分 

（図２：市施設へのＡＥＤ導入台数の推移） 
    (台) 

(年度) 

 

 

 

 

 

 

 

（６）設置者及び調達方法 

ＡＥＤ設置施設における機器の調達方法を示すと、次の（表８）のとおりとなっ

ている。 

総設置台数１１８台のうち、市が設置しているものは８４台（全体に占める割合：

７１．２％）でその内指定管理施設は８台となっている。また、指定管理者が設置

しているものは３４台（全体に占める割合：２８．８％）となっている。 

次に調達方法を見てみると、市が設置しているもので最も多い調達方法はリー

ス・レンタルによるもので５０台、次に購入によるものが１６台、寄贈によるもの

が１４台等となっている。 

また、指定管理者が設置しているもので最も多い調達方法は購入によるもので１

３台、次に寄贈によるものが８台、自動販売機の設置契約に付属しているものが７

台等となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表８） (単位：台、％）

購入
ﾘｰｽ

･ﾚﾝﾀﾙ
寄贈

自動販売
機付属

その他

市 16 50 14 1 3 84 71.2

(内指定管理施設） (5) (3) (8)

指定管理者 13 6 8 7 34 28.8

(内指定管理施設） (13) (6) (8) (7) (34)

合計 29 56 22 8 3 118 100.0

割合 24.6 47.5 18.6 6.8 2.5 100.0

※購入には一部負担を含む。

※その他：施設に関係する団体が費用を負担している２台。委託業務として実施している１台。

※自動販売機付属：自動販売機の設置契約においてＡＥＤの設置を条件として契約しているもの。

設置者 合計 割合

調達方法
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（７）次期更新年度の状況 

ＡＥＤには機器本体の耐用期間(※4)が添付文書(※5)に記載されており、機種によっ

て違いはあるが、概ね６年～８年の耐用期間が決められている。 

ＡＥＤはリース、購入又は寄贈など様々な方法で調達されていることから、耐用

期間を十分に把握し、期間を経過した機器については、事故防止のためにも計画的

に更新していくことが求められる。 

本市施設に設置されているＡＥＤの次期更新年度の状況についてまとめると、次

の（表９）のとおりとなっている。 

平成３０年度に更新時期を迎える機器が最も多く４２台、次に平成２８年度で２

３台、平成３３年度で１８台等となっている。なお、設置時期以後の期間経過から

耐用期間を過ぎていると思われる機器が１２台あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本市における点検・管理の状況 

（１）点検担当者の配置状況 

設置者等が行うべき事項等及びＱ＆Ａによると、ＡＥＤの設置者（施設の管理者

等）は、設置したＡＥＤの日常点検等を実施する者として「点検担当者」を配置し、

日常点検を実施させることとなっている。また、点検担当者の人数については、施

設の規模や範囲、その台数等に応じて、点検を日常的に実施することが可能と考え

られる人数を配置することが望ましく、また設置者を点検担当者とすることや点検

担当者の役割を委託することも可能としている。 

本市の点検担当者の配置状況については次の（表１０）のとおりとなっている。 

ＡＥＤ設置施設１０５施設のうち点検担当者を配置しているのは８１施設で、配

置していない施設は２４施設であった。また、配置人数については、１人配置して

いる施設が６１施設、２人配置している施設が１２施設、３人以上配置している施

設が８施設となっている。 

 

 

 

 

 

 

（表９） （単位：台）

23 6 42 7 7 18 1 1 12 117

※期間開設施設（小松海水浴場）に設置の１台については、開設の都度、契約により設置
しているため除外している。
※リース・レンタル物件は契約期間の終期を更新年度として集計している。

合計既に
経過

平成
35年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

平成
31年

平成
32年

平成
33年

平成
34年

耐用期間による次期更新年度

（表１０） （単位：施設）

配置無

１人 ２人 ３人以上

点検担当者の配置

105 24

配置有（内訳：配置人数）

81
61 12 8

AED設置
施設数
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（２）日常点検の実施状況 

設置者等が行うべき事項等によると、ＡＥＤ点検担当者の一つ目の役割は日常点

検の実施である。これについてはＡＥＤ本体のインジケータのランプの色や表示に

より、ＡＥＤが正常に使用可能な状態を示していることを日常的に確認し、記録す

ることとされている。ただし、設置された施設や事業所の休日などで、ＡＥＤを使

用しないことが明らかな時には、点検を実施しなくても構わないとされている。ま

た、記録内容については、使用可能な状態であるか等を記載する（例えば、丸印を

付けるなど）のみで十分とされ、点検記録は直近の１ヶ月程度を目安に記録を保管

することが望ましいとされている。 

ＡＥＤ設置施設１０５施設における点検の状況をまとめると、次の（表１１）及

び（表１２）のとおりとなった。 

点検の実施は点検担当者を配置している８１施設で行われ、その内点検記録表に

記録している施設は２８施設あり、残りの５３施設については点検記録を作成して

いなかった。次に点検の実施頻度については、毎日実施している施設が３４施設で、

週１回実施している施設が６施設、月１回実施している施設が１１施設等となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）消耗品の管理状況 

点検担当者の二つ目の役割は電極パッドやバッテリなどの消耗品の管理である。

これについては、製造販売業者等から交付される表示ラベルに消耗品の交換時期等

を記載し、記載内容を外部から容易に確認できるようにＡＥＤ本体又は収納ケース

等に取り付け、この記載を基に消耗品の交換時期を日頃から把握し、交換を適切に

実施することとされている。 

ＡＥＤ設置施設１０５施設における消耗品の管理状況については、次の（表１３）

及び（表１４）のとおりとなっている。 

「ＡＥＤの管理責任者が消耗品の期限を把握していますか。」の質問に対して把握

していると回答した施設は９７施設で、大半の施設において管理責任者による消耗

品の期限の把握がなされていたが、８施設については把握されていなかった。 

また、消耗品の使用期限を過ぎていたものが、電極パッドについては５台、バッ

テリについては３台あった。なお、その内の１台についてはバッテリ切れにより機

器に異常表示がなされていた。 

次に、ＡＥＤへの表示ラベルの取り付けについては、９２台において取り付けら

れていたが、残りの２６台については取り付けられていなかった。また、表示ラベ

ルの取り付け場所については、ほとんどの機器で本体等に取り付けられていたが、

（表１１） （単位：施設）

無 合計

記録有 記録無

28 53
81 24

有（内訳：点検記録の有無）

105

点検の実施

（表１２） （単位：施設）

毎日 週１回 月１回 不定期 その他

※その他：週４回１施設、３ヶ月に１回３施設、
年１回１施設。

合計

81

点検の頻度

34 6 11 25 5
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ラベル取付例（上２台：本体タグ、下：本体シール） 

消耗品や消耗品の袋に貼付されていたものが７台あり、外部からの確認ができない

状態となっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表１３） （単位：施設、台）

している していない 電極パッド バッテリ

97 8 105 5 3

消耗品期限の把握 使用期限切れ消耗品の設置数

合計

（表１４） （単位：台）

取付無

本体等 消耗品 その他

83 5 4

※本体等：収納ケース、収納ボックスを含む。
※その他：外から分かる場所に掲示している１台、パッドの収納袋に貼付している２台、
保管箱内にタグを置いている１台。

2692

合計

118

表示ラベルの有無

取付有（内訳：表示ラベルの取り付け場所）
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消耗品期限表示（左：電極パッド、右：バッテリ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 使用方法等の習得状況 

ガイドラインによると、ＡＥＤ使用の教育・訓練の重要性について、「ＡＥＤ設置施

設関係者は、より高い頻度でＡＥＤを用いた救命処置を必要とする現場に遭遇する可

能性があるため、日ごろから施設内の最寄りのＡＥＤ設置場所を把握しておくととも

に、ＡＥＤを含む心肺蘇生(※6)の訓練を定期的に受けておく必要がある。合わせて、突

然の心停止が発生した際の傷病者への対応を想定した訓練を行うことが望まれる。」と

されており、また、「救急蘇生法の指針２０１０」によると、再訓練までの間隔につい

ては、「一次救命処置の知識及び技術は、講習受講後、数週間以内に減衰していくこと

が知られており、一次救命処置講習受講者に対する技術評価や再講習は、１２～２４

ヶ月よりも短い間隔で行うことが望ましい。(※7)」とされている。 

本市のＡＥＤ設置施設１０５施設のうち、心肺蘇生に関する講習を受講させている

施設は全部で９５施設あり、その内ＡＥＤを使用する可能性のある職員１，８８８人

（市職員以外の職員を含む）を対象に、最後の講習受講日を起算日として平成２７年

１０月３１日までの経過年数等についてまとめると、次の（表１５）のとおりとなっ

た。 

受講時期について最も多かったのは、毎年定期に受講時期を設定している施設で４７

施設、次に受講時期を決めていない（不定期）施設で２８施設となっている。また、配

属時と２年毎など複数講習時期を設定している施設が３施設あった。 

次に受講後の経過年数について見てみると、最も多かったのは受講後１年未満の者

で９７５人（５１．６％）、次に受講後２年未満の者で３０８人（１６．３％）となっ

ており、合わせて６７．９％の者が再講習までの望ましい期間とされる講習受講後２

４ヶ月未満の者となっている。 

なお、受講後５年以上経過している者は２０７人（１１．０％）、未受講者について

は３９人（２．１％）であった。 
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４ これまでのＡＥＤ使用事例 

「これまでに設置しているＡＥＤが使用されたことはありますか。」と質問したとこ

ろ、１件の使用報告があった。使用時の状況は次のとおりである。 

（事例１：使用年月日：平成２６年９月２１日） 

本市の河川敷グラウンドにおいて、サッカー大会の試合中、２４歳の男性が突然

心肺停止状態となった。直ちに、主催者が救急車を要請するとともに、近くにいた

救命士の方が、ＡＥＤが到着するまでの間、心肺蘇生を行い、管理事務所に設置の

ＡＥＤが到着後、それを使用した。その後、救急車が到着し、病院に救急搬送され

た。その後の経過は、一命を取り留めたとのことである。 

 

５ 情報収集及び情報提供の状況 

（１）ＡＥＤの取り扱い等に関する情報の収集について 

第９－２のＡＥＤの設置者等が行うべき事項等についての部分でも述べたところ

であるが、ＡＥＤの取り扱い等に関する情報は、厚生労働省や製造・販売会社等の

ホームページの閲覧をはじめ、各都道府県を通じて各市町村へ送付されている通知

などによって入手することが可能である。 

ＡＥＤ設置施設１０５施設について、ＡＥＤの適切な管理に係る情報収集の状況

についてまとめると、次の（表１６）のとおりとなった。 

ＡＥＤの取り扱い等に関する情報収集を行っていると回答した施設は４５施設で、

残りの６０施設は情報収集を行っていなかった。また、情報収集先で最も多かった

のは上部組織や団体等からの通知文書により入手している施設で２３施設、次に国

や関係機関のホームページから入手している施設で２０施設、講習会の出席により

入手している施設が６施設等となっている。 

 

 

 

 

（表１５）

有 95
無 10 （単位：施設、人、％）

１年未満 ２年未満 ３年未満 ４年未満 ５年未満 ５年以上 未受講 合計

毎年 47 822 121 50 10 10 14 13 1,040
２年毎 3 13 46 3 3 65
３年毎 5 49 52 55 10 6 6 2 180
配属時 7 16 5 6 7 32 56 9 131
不定期 28 35 67 55 60 41 131 8 397
その他 5 40 17 14 4 75

975 308 183 87 89 207 39 1,888

51.6 16.3 9.7 4.6 4.7 11.0 2.1 100.0
※その他：配属時及び２年毎・３年毎・定期 各１施設、１～２年毎 １施設、AEDの設置時 １施設。
※５年以上には受講時期不明の３人を含む。

合計 95

講習受講の有無

施設数受講時期

受講後経過年数

（表１６） （単位：施設）

有 無 国等のHP 通知文書 講習会 その他

45 60 20 23 6 1

※その他：関係冊子。

情報収集の有無 入手方法（※複数回答あり）
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（２）ＡＥＤ設置情報の提供状況について 

ＡＥＤの設置場所等に関する情報の活用と周知については、厚生労働省から平成

２７年８月２５日付「ＡＥＤ設置登録情報の有効活用等について」（別添資料５）に

より、県を通じて各自治体に通知されたところである。 

これによると、ＡＥＤマップ(※8)を作成していない地方公共団体については、一般

財団法人日本救急医療財団が公開している「全国ＡＥＤマップ」を地方公共団体の

ホームページにリンクさせることなどによる住民への情報提供への活用をはじめ、

財団に登録されているＡＥＤ設置登録情報の更新の推進と未登録の設置者に対する

登録の呼びかけ、また、ＡＥＤ設置施設における設置場所までの誘導表示の充実に

ついても取組を進めるよう周知がなされている。 

本市においてはホームページに「全国ＡＥＤマップ」及び徳島県が作成している

「徳島県ＡＥＤマップ」へのリンクが作成されるとともに、マップ上に各施設の情

報が登録されているところであり、その状況については、次の（表１７）及び（表

１８）のとおりである。 

なお、「全国ＡＥＤマップ」は平成２７年度途中から新しいシステムの運用が開始

されたところであり、登録情報の大部分がＡＥＤ設置当時の古い情報のままである

ことから、今後、速やかに各施設のＡＥＤ登録情報を更新する必要がある。 

「全国ＡＥＤマップ」に登録されている本市施設は全部で７４施設あり、登録さ

れていない施設は３０施設であった。また、登録されている情報のうち、具体的な

設置場所が登録されている施設は２２施設となっており、登録情報の信頼度を表す

情報の精度の状況では、精度Ａ及び精度Ｂの施設はそれぞれ３施設しかなく、精度

Ｃの施設が６８施設となっている。 

なお、登録情報のうち、マップ位置の表示誤りが３施設、登録情報はあるがマッ

プ表示のないものが１施設、施設名の漢字誤りが１施設あるなど、情報に不備のあ

る施設がみられた。 

また、「徳島県ＡＥＤマップ」に登録されている施設は全部で４１施設あり、登録

されていない施設は６３施設であった。 
 

(全国ＡＥＤマップ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：一般財団法人日本救急医療財団 HP 全国 AED マップ（https://www.qqzaidanmap.jp/）徳島市役所周辺図。） 
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６ 屋外イベントにおけるＡＥＤの設置状況について 

本市が平成２６年度中に主催または共催したイベントのうち、ＡＥＤが設置されて

いない屋外施設において１日の参加者数が２５０人以上であるイベントの開催状況に

ついてまとめると、次の（表１９）のとおりとなった。 

該当するイベントは全部で１２イベントあり、その内イベント用にＡＥＤを調達し、

設置したイベントは３イベントあり、残りの９イベントではＡＥＤの設置をしていな

かった。また、ＡＥＤを設置していないイベントのうち、開催場所の近隣にＡＥＤの

設置施設があるものは７イベントであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表１９） （単位：人）

イベント名 実施場所
１日当たりの

参加者数
ＡＥＤ調達の

有無及び台数
ＡＥＤの設置がある

近隣施設

徳島ひょうたん島博覧
会２０１４

藍場浜公園（他４カ
所）

15,000 有（１台）
徳島県郷土文化会
館

とくしま食材フェア２０
１４

藍場浜公園 28,000 有（１台）
徳島県郷土文化会
館

小松海岸クリーン大
作戦

小松海岸 890 無

交通エコライフキャン
ペーン

徳島中央公園 1,000 無
徳島市立体育館、
徳島城博物館

緑化フェア とくしま植物園 760 無 とくしま動物園

花と緑の広場 とくしま植物園 1,540 無 とくしま動物園

徳島市民憲章一斉清
掃

徳島中央公園 300 無
徳島市立体育館、
徳島城博物館

徳島市子どもまつり 徳島中央公園 3,000 無
徳島市立体育館、
徳島城博物館

とくしまマラソン２０１５ 吉野川マラソンコース 10,630 有（６０台）

ブルーライト・ウォーキ
ング

徳島中央公園 500 無
徳島市立体育館、
徳島城博物館

第４７回徳島市中学
校新人サッカー大会

徳島市小松海岸緑地
運動場

250 無

徳島市中学校駅伝競
争大会

徳島市民吉野川運動
広場

300 無 管理事務所

※参加者数は１０人未満の数字がある場合四捨五入した。

（表１７） （単位：施設）

74 精度A 精度Ｂ 精度Ｃ

(22) 3 3 68

※期間を限定して開設している施設（小松海水浴場）を除く。
※精度A：「点検担当者あり」、「新規登録日（情報更新日を含む）から２年未満」及
　び「ピン（ＡＥＤマップ上でＡＥＤの位置を示す表示）の移動歴あり」。
　 精度Ｂ：「点検担当者あり」及び「新規登録日（情報更新日を含む）から２年以上
　４年未満を経過」、ただし、ピンの移動歴は問わない。
　 精度Ｃ：「点検担当者なし」又は「新規登録日（情報更新日を含む）から４年以上
　を経過」。

全国ＡＥＤマップへの登録

　　　有（内：設置場所登録数）
無

　　　　　　　　　　　　　　　　（内訳：情報の精度の状況）

30

（表１８） （単位：施設）

有 無

41 63

※期間を限定して開設している
施設（小松海水浴場）を除く。

徳島県ＡＥＤマップへの登録



22 

 

７ ＡＥＤ関連施策の実施状況 

ＡＥＤに関連する事業については、本市消防局において次の４つの事業が実施され

ている。 

（１）ＡＥＤ設置事業 

当事業は、救命率の向上を図るため、消防署所から５分出動エリア外（現場到着

までの所要時間が消防署所から５分を超えるエリア）の救急現場において応急的な

救命処置が実施できるよう、２４時間営業のコンビニエンスストアにＡＥＤを設置

することによって救急体制の充実を図ることを目的としている。 

実施要綱には、コンビニエンスストアの責務として、ＡＥＤの受け渡しが２４時

間対応できること、１日１回の点検の実施及び表示証を設置することが定められ、

本市には年２回以上のＡＥＤの設置状況の点検及び消耗品の補充が定められている。 

平成２３年１０月から店舗への設置がスタートし、平成２７年１０月末現在の設

置対象店舗１５店舗のうち、平成２８年２月末時点では８店舗に設置が完了してお

り、設置済店舗等の状況については次の（表２０）のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、ＡＥＤを設置している市の施設、ＡＥＤ搭載救急車の配置施設及びＡＥＤ

設置コンビニエンスストア並びに人口及び面積について各地区を比較してみると

（表２１）のとおりとなった。 

ＡＥＤの設置施設が最も多いのは内町地区で１４施設、次に勝占地区に１１施設、

八万地区に８施設、沖洲地区、加茂地区及び川内地区にそれぞれ７施設等となって

いる。次に人口の多い順にＡＥＤ設置施設の状況を見てみると八万地区（８施設）、

加茂名地区（６施設）、加茂地区（７施設）、沖洲地区（７施設）、勝占地区（１１施

設）となっており、面積の大きさ順に見てみると多家良地区（５施設）、上八万地区

（５施設）、川内地区（７施設）、勝占地区（１１施設）、入田地区（５施設）の順と

なっている。 

 

 

 

（表２０）

設置店舗名 設置年月日 設置場所

ファミリーマート徳島八万町店 平成23年10月26日 店内トイレ入口の壁面

ファミリーマート北田宮四丁目店 平成23年10月26日 店内トイレ入口の壁面

ミニストップ徳島竜王店 平成24年1月27日 店内レジカウンター横の壁面

サークルＫ徳島マリンピア店 平成24年7月3日 店内レジカウンター横の壁面

セブンイレブン徳島入田店 平成24年7月9日 店内レジカウンター横の壁面

ファミリーマート徳島しらさぎ台店 平成25年4月4日 店内レジカウンター横の壁面

サークルＫ徳島南田宮店 平成25年5月29日 店内レジカウンター横の壁面

ファミリーマート徳島金沢店 平成26年6月12日 店内トイレ入口の壁面



23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ＡＥＤ貸し出し事業 

本市各地で開催される各種行事において、参加者が突然の心肺停止状態に陥った

際の救命活動に備えるために、消防局から各行事の代表者に対してＡＥＤを貸し出

すもので、東西各消防署に１台ずつ配置している。 

    貸し出しについては、開催される行事が営利を目的としないもので、行事の開催

期間を通じて医療従事者、救急救命士又は普通救命講習修了者のいずれかの者が主

催者側として参加していること等を条件としている。 

次の（表２２）は事業がスタートした平成２０年から平成２７年１０月末までの

貸し出し状況をまとめたものである。 

平成２３年まではイベント数、貸出日数ともに年々増加していたが、その後の件

数は同程度もしくは減少傾向で推移している。 

 

 

 

（表２１） （単位：人、㎢、施設）

施設 救急 ｺﾝﾋﾞﾆ 小計

1 内町 5,764 1.62 13 1 14

2 新町 2,165 1.14 4 4

3 西富田 2,081 0.62 2 2

4 東富田 6,913 0.94 2 2

5 昭和 10,562 2.07 3 3

6 渭東 14,388 3.00 6 6

7 渭北 15,291 3.63 6 6

8 佐古 11,633 2.45 2 2

9 沖洲 17,552 6.54 5 2 7

10 津田 15,375 4.56 3 1 4

11 加茂名 24,083 9.39 5 1 6

12 加茂 20,215 5.43 5 2 7
13 八万 27,567 11.53 7 1 8
14 勝占 17,221 14.73 10 1 11
15 多家良 6,698 38.70 5 5
16 不動 2,798 6.33 2 2
17 入田 1,543 11.87 4 1 5
18 上八万 9,030 20.38 4 1 5
19 川内 16,882 18.12 6 1 7
20 応神 5,473 8.62 3 3
21 国府 12,977 8.88 3 1 4
22 南井上 6,182 5.03 2 2
23 北井上 4,058 6.11 3 1 4

256,451 191.25 105 6 8 119
※救急は救急車（ＡＥＤ搭載）配置施設。
※地区別住民基本台帳人口は平成２８年１月１日現在の数値。
※第十浄水場（市外：石井町）は北井上地区に含む。
※川内地区（小松海水浴場）、加茂地区（田宮公園プール）には期間限定設置各1施設を含む。

地区名称
AED設置施設数

合計

住民基本
台帳人口

面積
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（３）各種救命講習会の実施 

小学生中高学年（概ね１０歳）以上の一般市民を対象に、救命入門コースをはじ

め普通救命講習、上級救命講習、水上安全法等、応急手当やＡＥＤの使用方法を含

む心肺蘇生などの一次救命処置を習得するための講習会を実施している。 

各講習会の内容及び過去１０年間に実施された講習会の開催状況については、次

の（表２３）及び（表２４）のとおりとなっている。 

講習会は平均して毎年２５０回程度開催され、最も多い年で２８５回開催されて

いる。また、受講者数は平均すると年間約７，６３０人となっており、その内「救

急法講習」への参加が最も多く約４，９８０人、次に多いのが「普通救命講習」で

約２，４７０人等となっている。 

また、学校からの依頼に基づき、各学校へ出向く出張講習会も実施している。こ

れについては、平均して毎年４７回開催され、約２，３７０人の小・中学生や高校

生等が受講しているところである。なお、市職員に対する救命講習会は人事課が所

管する職員研修の中で実施されており、その受講者についても普通救命講習の参加

者数に含まれている。 

（表２２） （単位：日、件）

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

3 29 40 49 35 52 24 45

2 7 11 14 10 13 9 9

100人未満 1 4 4 3 4 2 2

100～500人 1 2 3 2 2 2 2

500～1,000人 3 1 2 1

1,000～10,000人 3 1 2 1 1 1 3

10,000人以上 2 3 3 4 5 2 3

※イベントの規模の区分100～500人は100人以上500人未満を意味する。他も同様。
※貸出イベント数及びイベントの規模については、東西各消防署からそれぞれ同じイベントに貸し出さ
れている場合は１件とカウントした。
※平成27年の数値は平成27年10月31日までの状況。

イ
ベ
ン
ト
の
規
模

貸出イベント数

延べ貸出日数

貸出年
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（表２３）
講習名 講習内容 対象者 講習時間

救命入門コース 胸骨圧迫やＡＥＤの使用方法 小学生中高学年（概ね１０歳）以上 ９０分

普通救命講習Ⅰ
成人に対する心肺蘇生法(ＡＥＤの使
用方法を含む。)・異物除去法や止血
法等

一般市民 ３時間

普通救命講習Ⅱ
成人に対する心肺蘇生法(ＡＥＤの使
用方法を含む。)・異物除去法や止血
法等

業務の内容や活動領域の性格から
一定の頻度で心肺停止者に対し応
急の対応をすることが期待・想定され
る者

４時間

普通救命講習Ⅲ
小児・乳児・新生児に対する応急手
当等

一般市民 ３時間

上級救命講習

成人・小児に対する心肺蘇生法(ＡＥ
Ｄの使用方法を含む。)・異物除去
法・止血法・やけど・骨折の手当や搬
送方法等(筆記試験及び実技試験あ
り。）

一般市民 ８時間

救急法講習
心肺蘇生法を中心に、受講者の希望
する手当

一般市民 約２時間

水上安全法 水難事故防止を中心とした講習 小・中学校生徒 約２時間

（表２４） （単位：回、人）

実施
回数

参加
者数

実施
回数

参加
者数

実施
回数

参加
者数

実施
回数

参加
者数

実施
回数

参加
者数

実施
回数

参加
者数

131 3,156 2 23 121 5,341 4 197 258 8,717
(18) (380) (1) (3) (26) (2,340) (2) (157) (47) (2,880)
130 2,804 3 38 139 4,843 4 335 276 8,020
(13) (274) (36) (2,261) (3) (309) (52) (2,844)
118 2,549 116 4,260 3 173 237 6,982
(15) (378) (36) (1,860) (1) (153) (52) (2,391)
110 2,326 3 65 127 5,630 240 8,021
(15) (331) (26) (979) (41) (1,310)
124 2,149 1 25 126 5,009 251 7,183
(17) (357) (25) (1,657) (42) (2,014)
117 2,086 1 22 102 5,504 220 7,612
(18) (320) (21) (2,270) (39) (2,590)
124 2,343 1 26 160 5,760 285 8,129
(17) (292) (31) (2,591) (48) (2,883)
137 2,590 1 25 128 3,752 3 221 9 228 278 6,816
(21) (353) (25) (1,938) (3) (221) (1) (17) (50) (2,529)
139 2,507 1 37 113 4,573 2 20 6 202 261 7,339
(31) (581) (24) (1,415) (2) (136) (57) (2,132)
111 2,141 1 27 118 5,165 1 58 2 129 233 7,520
(18) (311) (26) (1,627) (1) (58) (1) (127) (46) (2,123)

124 2,465 2 32 125 4,984 3 167 6 186 254 7,634

(18) (358) (1) (3) (28) (1,894) (2) (180) (1) (93) (47) (2,370)
※平成27年は平成27年10月31日までの状況。

※各年下段の（）内の数字は上段数字の内数で、学校からの依頼に基づく各学校での実施数。

※平均は各講習会について、開催回数が１回以上の年の合計年数で除している。また、１未満の数字があ

る場合、少数点第１位を四捨五入した。

平成18年

平成19年

平成20年

合計普通救命講習 上級救命講習 救急法講習
実施年

水上安全法 救命入門コース

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

平均

平成25年

平成26年

平成27年
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（４）まちかど救急ステーション表示制度の実施 

  まちかどで、不慮の事故や急病により倒れ命の危険にさらされている人が、一刻

も早くＡＥＤの使用を含めた応急手当が受けられるよう、一定の条件を満たす事業

所等を「まちかど救急ステーション」として認定し、表示証の交付を行っている。 

表示を受けるための条件としては、次の３つの条件を設けている。 

１ 常時使用可能な状態に整備されたＡＥＤを設置していること。  

２ 救命講習等を受講している職員、従業員等が公開時間又は営業時間に勤務して

いること。  

３ 上記職員、従業員等の再講習については、３年を目安として受講していること。 

平成２８年２月末日現在、表示証を交付されている事業所は１０６事業所で、そ

の内本市の施設は１６施設となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 監査結果に対する指摘事項 

（１）ＡＥＤの効果的な場所への設置と案内表示の掲示について  

ＡＥＤの設置場所については、職員や市民の目に付きやすい場所への設置や、ア

クセスしやすく素早く取り出せる場所に設置することによって、職員や利用者が設

置場所を把握し易くなるとともに、ＡＥＤ作動までの時間を短縮することができる

など、緊急時の素早い対応を可能とすることから、ＡＥＤを人目に付き難い場所に

設置している施設やすぐに取り出せない状況にある施設については、早期に施設内

の最も効果的な場所にＡＥＤを設置されたい。 

       また、ＡＥＤ設置施設であることを示すための設置表示や施設内のＡＥＤ設置場

所へ誘導するための案内表示は、設置されたＡＥＤが有効に活用されるために重要

な役割を果たすものであることから、設置表示のない施設及び設置表示はあるが施

左：表示証、右：表示証設置事例 
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設利用者に分かりにくい場所に表示している施設については、設置場所を記したＡ

ＥＤマークなどを人の通行や出入りの多い場所、人目に付きやすい正面入口等に掲

示するとともに、施設案内図への表示や設置場所までの通路に誘導表示を設けるな

ど、ＡＥＤ設置場所までのアクセス向上に取り組まれたい。 

なお、公道からの距離や通行人がほとんど無い等、施設の設置環境にもよるが、

ＡＥＤは施設利用者以外の者の使用についても考慮に入れておく必要があることか

ら、敷地外への設置表示のない施設及び表示はしているが敷地が広く外から表示が

分かりにくい施設については、正門や掲示板などにも設置表示をされたい。 

 

（２）ＡＥＤの定期的な更新と消耗品管理の徹底について 

ＡＥＤは高度管理医療機器及び特定保守管理医療機器として適切な管理が強く求

められている医療機器であり、添付文書に明記されている耐用期間を過ぎた機器を

使用した場合にその性能が十分に発揮されず、重大な事故が発生するおそれがある

ことから、耐用期間を過ぎた機器を設置している施設においては、可能な限り早期

に機器の更新を図られたい。 

    また、使用期限を過ぎた消耗品の使用により、ＡＥＤが正常に作動せず、十分な

電気ショックが与えられない等のおそれがあることから、使用期限を過ぎた消耗品

については直ちに交換するとともに、消耗品ラベルを日常点検時に容易に確認でき

る場所に取り付けるなど、日頃から消耗品の使用期限を十分に把握する体制を整え、

適切な時期に消耗品を交換するよう徹底されたい。 

 

（３）日常点検の確実な実施について 

    ＡＥＤの日常点検は、機器が正常に使用可能かどうかを確認するための重要な事

務であり、日頃から緊急時に備えて準備をしておく必要があることから、点検担当

者を配置していない施設については、至急、点検担当者を配置するとともに、日常

点検を実施し、その結果を点検記録表に記録されたい。 

 

（４）施設職員に対する応急手当の普及促進について 

    ＡＥＤの設置施設においては、突然発生する事故に対する市民等からの応援要請

に日頃から備えておく必要があることから、特にＡＥＤを使用する可能性のある職

員に対しては、定期的に救命講習会等を受講させるなど、ＡＥＤの使用方法を含む

一次救命処置の知識や技術の維持を図るとともに、一人でも多くの職員が使用でき

る体制づくりに努められたい。 

 

（５）情報の収集及び提供について 

    ＡＥＤ設置施設の所管課においては、ＡＥＤの取り扱いについて、国等の動向を

常に把握し、日頃から最新情報の収集に努めるなど十分に注意を払うとともに、関

係各課等とも連携を密にし、情報の伝達及び共有を徹底されたい。 

    また、全国ＡＥＤマップや徳島県ＡＥＤマップに登録することによって、本市施

設におけるＡＥＤ設置情報を広く市民に提供することが可能となることから、登録
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の出来ていない施設については早期に登録手続を行うとともに、登録内容に不備の

ある施設や不十分な施設については直ちに最新情報への更新手続をされたい。 

 

（６）屋外イベントへのＡＥＤの配置について 

公園や運動場をはじめとする屋外施設にはＡＥＤが設置されていない場合が多い

ことから、心停止の発生リスクが高いと想定されるイベント（特にスポーツ大会等）

を開催する場合においては、救命処置の必要な事案が生じた場合を想定し、ＡＥＤ

の準備とともに近隣施設のＡＥＤ設置状況を確認しておくなど、危機管理体制の整

備に十分に取り組まれたい。 

 

（７）まちかど救急ステーション表示の拡充について 

当表示証及びＡＥＤ設置表示を施設の外部から見やすい場所に掲示することで、

近隣住民や通行人に対して、誰でも使用できるＡＥＤが設置されていることを周知

し認識してもらうことが可能である。 

こうした地道な取り組みが、突然の事故への備えとなり、ひいては救命率の向上

に繋がっていくものと考えられることから、表示条件を満たしている施設のうち、

現在認定を受けていない本市施設については、早期に認定を受けるとともに、表示

証を表示されたい。 

 

 

第１１ 監査意見（むすび） 

 

  今回の行政監査は、ＡＥＤが全国で急速に普及している中で、本市においても民間施

設を含めると相当数が設置されているものと推察されるところであり、地方公共団体と

して市民の福祉の増進を図るためにも、ＡＥＤの適正な設置の推進及び適切な管理の実

施について、率先して推進していかなければならないことから、第６に記載の点に主眼

を置き、その実態の把握と検証を行ったところである。 

その結果については、本市の施設におけるＡＥＤの設置状況及び管理の実態が明らか

となる一方で、その運用面については、第１０の監査の結果において、いくつかの課題

や問題点を挙げたところである。 

本市においては、第４次徳島市総合計画において、救急・救助体制の充実を掲げてい

るところであるが、平成２８年度がその計画期間の最終年度となっており、そこには、

救急業務の推進として、救急業務高度化の推進、救急需要増大に対する総合的な対策及

び応急手当の普及・啓発について明記されていることから、今後、その目標の達成と一

層の充実を図るためにも、以下の点に留意され、ＡＥＤ関連事務の適切な執行に取り組

まれたい。 

 

１ 公共施設等へのＡＥＤの設置推進について 

   ガイドラインが示しているＡＥＤの効果的・効率的設置にあたり考慮すべき４つの

事項を基に、本市施設を見ると、①の心停止（中でも電気ショックの適応である心室
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細動）の発生頻度が高い（人が多い、ハイリスクな人が多い）施設及び③の救助の手

があり心停止を目撃される可能性が高い施設としては、職員数や利用者数の多い中央

卸売市場、図書館、生涯福祉センター及び市役所本庁舎等が該当するものと思われる。

次に、②の心停止のリスクがあるイベントが行われる施設としては、競技場やプール

などのスポーツ関連施設や運動場・体育館のある学校施設が挙げられる。これら①か

ら③の事項に該当する施設については概ねＡＥＤの設置が完了しているところである

が、まだ設置の出来ていない施設については、出来るだけ早期に整備を進められたい。 

また、④の救急隊到着までに時間を要する施設としては、第１０－７（１）に記載

しているとおり、消防局実施のＡＥＤ設置事業の対象地域である消防署所から５分出

動エリア外の地区にある施設が該当するものと考えられる。 

具体的には沖洲（北部）、加茂（北部）、八万（中南西部）、多家良、不動（北部）、

入田、上八万、応神、北井上の各地区にある施設であり、現在、各地区の小・中学校

をはじめ、コミュニティセンター等の施設にＡＥＤが設置されているところであるが、

総じて地区の面積が広く、現在設置のＡＥＤで全ての地域をカバーすることは困難な

状況であることから、今後、該当地区にある未設置の施設についても設置について検

討する必要がある。 

また、「救命の可能性は心停止の発生から時間とともに低下していくが、救急隊到着

までの短時間であっても救命処置をすることで高くなる(※9)」ことから、新たに設

置施設を選定するに当たっては、一刻も早く二次救命処置に繋げるためにも、地理的

要因を十分に考慮し、市民によるＡＥＤの早期使用が可能となる施設にＡＥＤの設置

を進めていかなければならない。 

したがって、市の施設への設置に加え、民間施設の協力が必要不可欠であることか

ら、現在消防局が進めているまちかど救急ステーション表示事業について表示事業所

の一層の充実を図るとともに、ＡＥＤ設置事業におけるコンビニエンスストア等への

設置の拡大についても検討を行うなど、ＡＥＤの最も効果的・効率的な設置を推進さ

れたい。 

 

２ 市施設に設置されているＡＥＤの管理体制の整備について 

市が各施設に設置しているＡＥＤについて、その管理体制が整備されていないこと

から、市のどの施設にＡＥＤが設置され、どのような管理が行われているのかが十分

に把握されていなかった。 

また、医療機器であるＡＥＤの取扱いについて所管している厚生労働省からは、こ

れまでにも各都道府県をはじめ、関係省庁に対して各種文書が通知されているところ

であるが、本市に対する県等からの通知は一部の施設において把握ができた一方で、

通知が届いていない施設があるという実態が認められた。 

本市においては、ＡＥＤに関連する事務は救急業務の一環として、消防局が実施し

ているところであり、第１０－７にその状況について記載したところである。消防局

がＡＥＤ関連事務を実施することについては、行政組織規則に救急救助技術の訓練指

導に関すること、また、係別事務分掌に救急救助に関することが規定されているとこ

ろではあるが、市の各施設に設置されているＡＥＤは消防局が設置を進めたものでは
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なく、様々な経緯によって設置されてきたものであり、その管理に係る責任の所在は

各施設の所管課にあるものと言える。 

しかしながら、国の指導のもとＡＥＤの普及の推進及び管理の徹底が求められてい

る中で、現在までに多くの本市施設にＡＥＤの設置が進められてはいるものの、その

取扱方法が統一されていない現状においては、ＡＥＤの管理に関する統括担当課を決

定し、組織内での速やかな情報の伝達と各施設の管理状況を把握することが何よりも

必要と思われることから、ＡＥＤの管理に係る体制の整備を早期に実施し、本市各施

設のＡＥＤ設置状況の的確な把握と管理の徹底に取り組まれたい。 

 

３ 応急手当の普及について 

本市の消防年報平成２７年版(※10)によると、平成２６年中に急病などが原因で救急

出動した件数のうち、心肺蘇生の処置が施された件数は１８９件あり、その内ＡＥＤ

による除細動が行われたのは２５件であった。 

また、救急隊が現場到着前に心肺機能が停止した傷病者１７５人について、家族等

による応急手当があり救急隊が引き継いだのは８７人で、その内１ヶ月後の生存者数

は７人（８．０５％）となっており、家族等による応急手当が無く救急隊が引き継い

だのは８８人で、その内１ヶ月後の生存者数は１人（１．１４％）となるなど、市民

による応急手当の有無がその後の生存率に大きく影響していることは明らかである。 

こうした状況から、今後、ＡＥＤの設置を推進していく上で、施設利用者や周辺住

民への設置場所の情報提供とともに、施設職員をはじめ周辺住民への応急手当の普及

についても同時に進め、救急隊到着までの間に少しでも応急手当が施される環境を整

えていくことが必要不可欠であることから、施設の管理者においては、関係職員の救

命講習の受講状況を把握するとともに、定期的な講習への参加を義務付けるなど、応

急手当の習得と技術の維持が出来るよう計画的な研修の実施に努められたい。 

また、市民への講習の実施については、これまでにも各種の救命講習会をはじめ市

民総合防災訓練において実施されているところであり、今後においても様々な機会を

とらえて、応急手当の更なる普及に取り組まれたい。 

  

４ その他 

大部分の施設に設置されているＡＥＤは、施設の供用時間中に利用者に事故が起こ

った場合の使用を前提とし、また、盗難やいたずらの防止及び点検等の管理運営上の

観点からも建物の内部に設置されているものと推察されるところである。 

しかしながら、スポーツなど夜間等の事故に対応するために、いつでもだれもが使

用の出来る建物外部への設置についても今後検討を行うなど、万一に備えた安全・安

心なまちづくりに資する施設づくりに努められたい。 
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（引用文献・用語説明） 
※１：公益財団法人日本心臓財団.”AEDで助かる命:AEDの普及状況”.公益財団法人日本心臓財団ホームページ

.2015.http://www.jhf.or.jp/aed/spread.html.(参照2015-11-18)  

※２：医療機器であって、副作用又は機能の障害が生じた場合において人の生命及び健康に重大な影響を与えるおそ

れがあることからその適切な管理が必要なものとして、厚生労働大臣が薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて指

定するものをいう（医薬品医療機器等法第２条第５項）。 

※３：医療機器のうち、保守点検、修理その他の管理に専門的な知識及び技能を必要とすることからその適正な管理

が行われなければ疾病の診断、治療又は予防に重大な影響を与えるおそれがあるものとして、厚生労働大臣が薬

事・食品衛生審議会の意見を聴いて指定するものをいう（医薬品医療機器等法第２条第８項）。 

※４：医療機器が適正な使用環境と維持管理の基に、適切な取り扱いで本来の用途に使用された場合、その医療機器

が設計仕様書に記された機能及び性能を維持し、使用することができる標準的な使用期限であり、稼働時間や使

用回数などを考慮し、製造・販売会社が設定しているもので、医療機器の添付文書や取扱説明書に記載されてい

る。 

※５：医療機器の添付文書は、医薬品医療機器等法第６３条の２第１項の規定に基づき医療機器の適用を受ける患者

の安全を確保し適正使用を図るために、医師、歯科医師及び薬剤師等の医療従事者に代表される使用者に対して

必要な情報を提供する目的で医療機器の製造販売業者又は外国特例承認取得者（選任製造販売業者を含む。）が

作成するもの。 

※６：病気や怪我により、突然に心停止、もしくはこれに近い状態になったときに、胸骨圧迫や人工呼吸を行うこと。 

※７：”救急蘇生法の指針 2010(市民用･解説編)”．3)再訓練までの間隔．厚生労働省．2011-10-31､P.37． 
※８：インターネットを利用し、地図にＡＥＤの設置場所を表示したもので、住所や施設名を入力して検索すると周

辺にあるＡＥＤの設置施設が分かるというもので、一般財団法人日本救急医療財団の全国ＡＥＤマップや一部の

自治体が作成している特定地域のＡＥＤマップが公開されている。 
※９：”救急蘇生法の指針 2010(市民用･解説編)”．厚生労働省．2011-10-31､P5． 

※１０：救急救助統計、”消防年報平成 27 年版、救急統計、20 事故種別応急処置等実施状況、22 心肺機能停止傷病

者の救命効果の推移、徳島市消防局、P110,P112. 

http://www.jhf.or.jp/


　ＡＥＤ設置施設一覧 （別紙資料１）

設置 設置
台数 台数

財政部 徳島市役所本庁舎 1 徳島市民吉野川運動広場 1

徳島駅前地下自転車駐車場 1 徳島市民城内庭球場（西ノ丸コート） 1

徳島市八万コミュニティセンター 1 徳島市田宮公園プール 1

徳島市東富田コミュニティセンター 1 徳島市Ｂ＆Ｇ海洋センター舟艇施設 1

徳島市渭北コミュニティセンター 1 徳島市球技場 1

徳島市勝占中部コミュニティセンター 1 徳島市応神小学校 1

徳島市一宮コミュニティセンター 1 徳島市川内北小学校 1

徳島市加茂名コミュニティセンター 1 徳島市不動小学校 1

徳島市勝占東部コミュニティセンター 1 徳島市川内南小学校 1

徳島市応神コミュニティセンター 1 徳島市千松小学校 1

徳島市入田コミュニティセンター 1 徳島市助任小学校 1

徳島市沖洲コミュニティセンター 1 徳島市城東小学校 1

徳島市八万中央コミュニティセンター 1 徳島市佐古小学校 1

徳島市加茂コミュニティセンター 1 徳島市加茂名小学校 1

徳島市渭東コミュニティセンター 1 徳島市内町小学校 1

徳島市南井上コミュニティセンター 1 徳島市福島小学校 2

徳島市津田コミュニティセンター 1 徳島市新町小学校 1

徳島市西富田コミュニティセンター 1 徳島市沖洲小学校 2

徳島市佐古コミュニティセンター 1 徳島市富田小学校 1

徳島市多家良中央コミュニティセンター 1 徳島市昭和小学校 1

徳島市内町コミュニティセンター 1 徳島市八万小学校 1

徳島市住吉・城東コミュニティセンター 1 徳島市八万南小学校 1

徳島市昭和コミュニティセンター 1 徳島市津田小学校 1

徳島市文化振興施設 1 徳島市入田小学校 1

徳島市生涯福祉センター 1 徳島市一宮小学校 1

徳島市夜間休日急病診療所 1 徳島市上八万小学校 1

徳島市立木工会館 1 徳島市論田小学校 1

阿波おどり会館 1 徳島市方上小学校 1

眉山ロープウェイ 1 徳島市大松小学校 1

徳島市営紺屋町地下駐車場 1 徳島市渋野小学校 1

徳島市中央卸売市場 2 徳島市宮井小学校 1

小松海水浴場 1 徳島市飯谷小学校 1

とくしま動物園 1 徳島市国府小学校 1

土木部 徳島市北部浄化センター 1 徳島市南井上小学校 1

徳島市消防局 1 徳島市北井上小学校 1

徳島市西消防署 1 徳島市加茂名南小学校 1

水道局本庁舎 1 徳島市応神中学校 1

前川分庁舎 1 徳島市川内中学校 1

第十浄水場 1 徳島市不動中学校 1

交通局 駅前案内所 1 徳島市城西中学校 2

病院局 市民病院 2 徳島市徳島中学校 2

徳島市立図書館 2 徳島市加茂名中学校 1

徳島市立考古資料館 1 徳島市城東中学校 3

徳島市立青少年交流プラザ 1 徳島市富田中学校 2

徳島市中央公民館 1 徳島市八万中学校 2

徳島市立徳島城博物館 1 徳島市津田中学校 1

徳島市川内公民館 1 徳島市入田中学校 1

徳島市新町公民館 1 徳島市上八万中学校 1

徳島市方上公民館 1 徳島市南部中学校 1

徳島市立体育館 1 徳島市国府中学校 1

徳島市立スポーツセンター 1 徳島市北井上中学校 1

徳島市Ｂ＆Ｇ海洋センター体育館 1 徳島市立高等学校 3

徳島市陸上競技場 1 118

施設名称

市民環境部

保健福祉部

教育委員会

教育委員会

施設名称所管部局 所管部局

合計

消防局

水道局

経済部

都市整備部
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医政発第0416001号

薬食発第0416001号

平成２１年４月１６日

各都道府県知事 殿

厚生労働省医政局長

厚生労働省医薬食品局長

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について

（注意喚起及び関係団体への周知依頼）

自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という ）については、平成１６年７月１日付け。

医政発第0701001号厚生労働省医政局長通知「非医療従事者による自動体外式除細動器

（ＡＥＤ）の使用について」において、救命の現場に居合わせた市民による使用について

その取扱いを示したところですが、これを機に医療機関内のみならず学校、駅、公共施設、

商業施設等を中心に、国内において急速に普及しております。

一方で、ＡＥＤは、薬事法（昭和３５年法律第１４５号）に規定する高度管理医療機器

及び特定保守管理医療機器に指定されており、適切な管理が行われなければ、人の生命及

び健康に重大な影響を与えるおそれがある医療機器です。

これらを踏まえ、救命救急においてＡＥＤが使用される際に、その管理不備により性能

を発揮できないなどの重大な事象を防止するためには、これまで以上にＡＥＤの適切な管

理等を徹底することが重要であることから、貴職におかれては、下記の事項について、御

協力いただくようお願いします。

なお、別添１のとおり、ＡＥＤの各製造販売業者に対して、ＡＥＤの設置者等が円滑に

本対策を実施するために必要な資材の提供や関連する情報の提供等を指示するとともに、

別添２のとおり、各省庁等に対して、各省庁等が設置・管理するＡＥＤの適切な管理等の

実施と各省庁等が所管する関係団体への周知を依頼したことを申し添えます。

SZ751000
テキストボックス
（別添資料１）



記

１．ＡＥＤの適切な管理等について、ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等を別紙のとおり

整理したので、その内容について御了知いただくとともに、各都道府県の庁舎（出先機

関を含む 、都道府県立の学校、医療機関、交通機関等において各都道府県が設置・管。）

理しているＡＥＤの適切な管理等を徹底すること。

２．貴管下の各市町村（特別区を含む。以下同じ ）に対して、各市町村の庁舎（出先機。

関を含む ）及び市町村立の学校、医療機関、交通機関等において各市町村が設置・管。

理しているＡＥＤの適切な管理等が徹底されるよう本通知の内容について周知すること。

３．貴管下の学校、医療機関、交通機関、商業施設等の関係団体に対して、民間の学校、

医療機関、交通機関、商業施設等において当該関係団体及びその会員が設置・管理して

いるＡＥＤの適切な管理等が徹底されるよう本通知の内容について周知すること。

４．各市町村及び関係団体との協力・連携の下、ＡＥＤの更なる普及のための啓発を行う

際には、ＡＥＤの適切な管理等の重要性についても幅広く周知すること。

５．各都道府県、各市町村、関係団体等が実施するＡＥＤの使用に関する講習会において、

ＡＥＤの適切な管理等の重要性についても伝えること。

(照会先）

医薬食品局安全対策課安全使用推進室

電 話：03-5253-1111（内線2751,2758）

夜間直通：03-3595-2435



別 紙

ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等について

１．点検担当者の配置について

ＡＥＤの設置者（ＡＥＤの設置・管理について責任を有する者。施設の管理者等 ）。

は、設置したＡＥＤの日常点検等を実施する者として「点検担当者」を配置し、日常点

検等を実施させて下さい。

なお、設置施設の規模や設置台数等から、設置者自らが日常点検等が可能な場合には、

設置者が点検担当者として日常点検等を実施しても差し支えありません。点検担当者は

複数の者による当番制とすることで差し支えありません。

また、特段の資格を必要とはしませんが、ＡＥＤの使用に関する講習を受講した者で

あることが望ましいです。

２. 点検担当者の役割等について

ＡＥＤの点検担当者は、ＡＥＤの日常点検等として以下の事項を実施して下さい。

１）日常点検の実施

ＡＥＤ本体のインジケータのランプの色や表示により、ＡＥＤが正常に使用可能な

状態を示していることを日常的に確認し、記録して下さい。

なお、この際にインジケータが異常を示していた場合には、取扱説明書に従い対処

を行い、必要に応じて、速やかに製造販売業者、販売業者又は賃貸業者（以下「製造

販売業者等」という ）に連絡して、点検を依頼して下さい。。

２）表示ラベルによる消耗品の管理

製造販売業者等から交付される表示ラベルに電極パッド及びバッテリの交換時期等

を記載し、記載内容を外部から容易に確認できるようにＡＥＤ本体又は収納ケース等

に表示ラベルを取り付け、この記載を基に電極パッドやバッテリの交換時期を日頃か

ら把握し、交換を適切に実施して下さい。

なお、今後新規に購入するＡＥＤについては、販売時に製造販売業者等が必要事項

を記載した表示ラベルを取り付けることとしています。

３）消耗品交換時の対応

電極パッドやバッテリの交換を実施する際には、新たな電極パッド等に添付された

新しい表示ラベルやシール等を使用し、次回の交換時期等を記載した上で、ＡＥＤに

取り付けて下さい。

３．ＡＥＤの保守契約による管理等の委託について

ＡＥＤの購入者又は設置者は、ＡＥＤの販売業者や修理業者等と保守契約を結び、設

置されたＡＥＤの管理等を委託して差し支えありません。



４．ＡＥＤの設置情報登録について

ＡＥＤの設置情報登録については、平成１９年３月３０日付け医政発第0330007号厚

生労働省医政局指導課長通知「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置者登録に係る取り

まとめの協力依頼について」において、ＡＥＤの設置場所に関する情報を製造販売業者

等を通じて財団法人日本救急医療財団に登録いただくよう依頼しているところです。

同財団では、ＡＥＤの設置場所について公表を同意いただいた場合には、ＡＥＤの設

置場所をホームページ上で公開することで、地域の住民や救急医療に関わる機関があら

かじめ地域に存在するＡＥＤの設置場所について把握し、必要な時にＡＥＤが迅速に使

用できるよう、取り組んでおります。

また、ＡＥＤに重大な不具合が発見され、回収等がなされる場合に、設置者等が製造

販売業者から迅速・確実に情報が得られるようにするためにも、設置場所を登録してい

ない、又は変更した場合には、製造販売業者等を通じて同財団への登録を積極的に実施

するようお願いします。

なお、ＡＥＤを家庭や事業所内に設置している場合等では、ＡＥＤの設置場所に関す

る情報を非公開とすることも可能です。

（参考）ＡＥＤ設置場所検索（財団法人日本救急医療財団ホームページ）ＵＲＬ

http://www.qqzaidan.jp/AED/aed.htm



薬食安発第0416001号

平成２１年４月１６日

各製造販売業者代表者 殿

厚生労働省医薬食品局安全対策課長

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について

自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という ）については、平成１６年７月１日付け。

医政発第0701001号厚生労働省医政局長通知「非医療従事者による自動体外式除細動器

（ＡＥＤ）の使用について」において、救命の現場に居合わせた市民による使用について

その取扱いを示したところですが、これを機に医療機関内のみならず学校、駅、公共施設、

商業施設等を中心に、国内において急速に普及しております。

この様な状況を踏まえ、救命救急においてＡＥＤが使用される際に、その管理不備によ

り性能を発揮できないなどの重大な事象を防止するためには、ＡＥＤの設置に当たっては、

その適切な管理等を徹底することが重要です。

このため、今般、別添のとおり、ＡＥＤの設置施設等において、その適切な管理等が実

施されるよう、各都道府県知事あて医政局長及び医薬食品局長の連名通知を発出したとこ

ろです。

ついては、貴社が製造販売するＡＥＤについて、速やかに、下記の対策を実施するよう

お願いします。

記

１．表示ラベルの作成等について

ＡＥＤの設置施設等において、設置されたＡＥＤの電極パッドや及びバッテリの交換

時期等を容易に確認することができるラベル（以下「表示ラベル」という ）を作成す。

ること。

１）表示ラベルの記載内容について

表示ラベルには、電極パッド及びバッテリの交換時期の記入欄を作成すること。ま

た、バッテリの交換時期に関する注意事項として 「バッテリはＡＥＤの設置環境や、

別 添 １



使用状況によって使用期間が異なる可能性があり、交換時期は目安である」旨を明記

すること。

２）表示ラベルの取扱いについて

ア．新規のＡＥＤ販売時の対応

ＡＥＤを新たに販売する際には、電極パッド及びバッテリの交換時期を記入した

表示ラベルを取り付けた上で販売すること。

その際、表示ラベルは、通常の設置状態において記載内容が容易に確認できるよ

う、視認性に配慮した位置に取り付けること。

また、容易に外れたり、使用時にＡＥＤの取り出しを妨げたりすることのないよ

う工夫して取り付けること。

イ．既に設置されているＡＥＤへの対応

既に設置されているＡＥＤについては、薬事法施行規則第１７３条第１項及び第

２項の規定により、ＡＥＤを販売、授与又は賃貸した際に記録した購入者又は把握

している設置者に対して、販売業者又は賃貸業者と連携の上、表示ラベルを提供す

ること。

その際、設置者に対して、表示ラベルに現在設置されているＡＥＤの電極パッド

及びバッテリの交換時期を記入した上でＡＥＤに取り付けるよう促すとともに、Ａ

ＥＤの適切な管理等を実施するよう周知すること。

ウ．消耗品交換時の対応

交換のため、電極パッド又はバッテリのみを販売する際には、次回の交換時期を

記入するための新しい表示ラベルやシール等を添付すること。

その際、ＡＥＤの設置者に対して、電極パッド又はバッテリの交換時には、新た

な表示ラベル又はシール等に次回の交換時期を記入し、古い表示ラベルの上から貼

り付けることで、交換時期に関する情報を更新する旨を分かりやすく説明すること。

２．必要な情報の提供等について

設置者がＡＥＤの適切な管理を実施できるよう、電極パッド及びバッテリについて、

表示ラベルへの交換時期の記入方法、ＡＥＤ本体又はケース等への取り付け方法、日常

点検の重要性及び実施方法（インジケータの確認法、異常時の対応、連絡先等）その他

必要な情報を分かりやすく提供するとともに、日常点検の結果を記録するためのシート

や手帳等を販売業者及び賃貸業者等と連携し、購入者又は設置者からの求めに応じ交付

すること。

３．ＡＥＤの設置情報登録について

ＡＥＤの設置に関する情報について、販売業者又は賃貸業者と連携の上、把握に努め

るとともに、ＡＥＤの購入者又は設置者に対して、財団法人日本救急医療財団への設置

者登録を依頼すること。



４. ＡＥＤ等の添付文書の改訂について

製造販売するＡＥＤ及びＡＥＤの電極パッドの添付文書について、以下のとおり改訂

すること。

１）ＡＥＤの添付文書の【貯蔵・保管方法及び使用期間等】欄に、「バッテリの寿命

（ＡＥＤ装着時から○年）」を記載し、また、「バッテリはＡＥＤの設置環境や使用状

況によって使用期間が異なる可能性があり、交換時期は目安である。」旨を記載する

こと。

２）ＡＥＤの添付文書の【取扱い上の注意】欄に、「日常の点検や消耗品（電極パッド

やバッテリ）の交換時期の管理を適切に行う。」旨を記載すること。

３）ＡＥＤの添付文書の【取扱い上の注意】欄に、「原則、ＡＥＤを第三者に販売・授

与しないこと。授与等を行う際は、必ず、あらかじめ販売業者又は製造販売業者に連

絡する。」旨を記載すること。

４）ＡＥＤの添付文書の【保守・点検等に係る事項】欄に、「日常の点検として、イン

ジケータを毎日確認する。」旨を記載すること。

５）電極パッドの添付文書の【貯蔵・保管方法及び使用期間等】欄に、「使用期間（製

造時から○年）」を記載すること。

５．上記４に従い改訂したＡＥＤの添付文書を独立行政法人医薬品医療機器総合機構（以

下「機構」という。）の「医薬品医療機器情報提供システム」ホームページ上に掲載す

ること。

６．上記に記載する対応の状況について、本年５月１８日（通知発出の１か月後）までに、

機構安全部医療機器安全課に報告をすること。

なお、上記１、２、３の対応の状況については、当該報告の後も適宜、報告すること。

また、上記４、５の対応については、当該報告期日までに完了すること。



各製造販売会社代表者

株式会社エムビーエス 代表取締役社長 三又 良昭

日本光電工業株式会社 代表取締役社長 鈴木 文雄

日本メドトロニック株式会社 代表取締役社長 島田 隆

株式会社フィリップスエレクトロニクスジャパン 代表取締役社長 上條 誠二



医政発第0416002号

薬食発第0416002号

平成２１年４月１６日

関係省庁等 あて

厚生労働省医政局長

厚生労働省医薬食品局長

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について

（注意喚起及び関係団体への周知依頼）

自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という ）については、平成１６年７月１日付け。

医政発第0701001号厚生労働省医政局長通知「非医療従事者による自動体外式除細動器

（ＡＥＤ）の使用について」において、救命の現場に居合わせた市民による使用について

その取扱いを示したところですが、これを機に医療機関内のみならず学校、駅、公共施設、

商業施設等を中心に、国内において急速に普及しております。

この様な状況を踏まえ、救命救急においてＡＥＤが使用される際に、その管理不備によ

り性能を発揮できないなどの重大な事象を防止するためには、これまで以上にＡＥＤの適

切な管理等を徹底することが重要です。

このため、今般、ＡＥＤの適切な管理等について、ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等

を整理し、別添のとおり、各都道府県知事あて通知したので、貴職におかれては、その内

容について御了知いただくとともに、貴省庁等がその庁舎（出先機関を含む ）等におい。

て設置・管理しているＡＥＤの適切な管理等の徹底をお願いします。

また、貴省庁等所管の学校、医療機関、交通機関、商業施設等の関係団体に対して、民

間の学校、医療機関、交通機関、商業施設等において当該関係団体及びその会員が設置・

管理しているＡＥＤの適切な管理等が徹底されるよう当該通知の内容について周知いただ

きますよう御協力願います。

併せて、貴省庁等、地方自治体（消防本部等）及び関係団体等が実施するＡＥＤの使用

に関する講習会においても、ＡＥＤの適切な管理等の重要性について幅広く国民に理解さ

れるようにするため、当該対策の実施を含めたＡＥＤの適切な管理等の重要性について伝

えるよう御協力願います。

別 添 ２



関係省庁等

内閣官房内閣総務官 内閣法制局総務主幹

人事院事務総局総括審議官 内閣府大臣官房長

宮内庁長官官房審議官 公正取引委員会事務総局官房総括審議官

警察庁長官官房長 金融庁総務企画局長

総務省大臣官房長 公害等調整委員会事務局長

消防庁次長 法務省大臣官房長

公安調査庁総務部長 最高検察庁総務部長

外務省大臣官房長 財務省大臣官房長

国税庁次長 文部科学省大臣官房長

文化庁次長 社会保険庁総務部長

中央労働委員会事務局長 農林水産省大臣官房長

林野庁次長 水産庁次長

経済産業省大臣官房長 資源エネルギー庁次長

特許庁総務部長 中小企業庁次長

国土交通省大臣官房長 観光庁次長

気象庁総務部長 運輸安全委員会事務局長

海上保安庁総務部長 環境省大臣官房長

防衛省大臣官房長 会計検査院事務総局次長

最高裁判所事務総局経理局長 衆議院事務局庶務部長

参議院事務局庶務部長 国立国会図書館総務部長



 

AED の適切な管理等の実施に係るＱ＆Ａ 

平成２１年４月１６日 

 

• 点検担当者の役割と配置について 

Q 1 AED の点検担当者は、どのようなことを行うのですか。 

A  一つめは、日常点検としてインジケータ（AED が正常かどうかを示すランプや

画面）により AED が使用可能な状態にあることを確認し、点検結果を記録に

残すことです。（日常点検については、Q7～Q13 をご参照下さい。） 

  二つめは、消耗品の管理として、AED に取り付けられている電極パッドやバ

ッテリの交換時期（使用期限等）を把握し、期限切れになる前に交換すること

です。（消耗品の管理については、Q20～Q24 をご参照下さい。） 

 

Q 2 点検担当者の人数の目安はありますか。また、設置者が点検担当者となるこ

とはできますか。 

A  AED が設置されている施設の規模や範囲、その台数等に応じて、点検を日

常的に、実施することが可能と考えられる人員を配置することが望ましいです。

また、点検担当者を当番制とし、複数人の配置を行なうことでも差し支えあり

ません。 

なお、設置台数等から考えて、設置者自らが点検を行うことが可能と判断さ

れる場合は、設置者が点検担当者となっても差し支えありません。 

 

Q 3 点検担当者に資格は必要ですか。 

A  設置者が上記の日常点検等を適切に実施できると認める方であれば、特に

資格は必要としません。しかし、AED の使用等に関する講習を受講しているこ

とが望ましいです。 
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なお、設置者自らが点検担当者となる場合も同様です。 

 

Q 4 点検担当者の役割を委託することはできますか。 

A  AED の購入店や製造販売業者（以下「販売業者等」という。）と保守契約を結

ぶなどして委託してもかまいません。 

 

Q 5 病院内における AED についても、同様の取扱いですか。 

A  その通りです。医療機関や消防署等に設置される AED（一般の方が使用で

きる製品に限る。）も同様に表示ラベルを取り付けることとしています。また、

日常的なインジケータの確認や点検記録の保管についても同様です。 

 

Q 6 病院においても、点検担当者を配置する必要がありますか。 

A 一般の方が使用できる AED については、点検担当者を配置いただくことにな

りますが、医療機器安全管理責任者等が点検担当者となり、日常的な点検を

実施していただいくことで差し支えありません。 

なお、Q2 に述べたように、設置台数などにより、点検担当者として複数人を

配置することも可能です。 

 2



 

• 日常点検について 

Q 7 なぜ、インジケータを確認しなければならないのですか。 

A  AED は自己診断機能を有しています。本体の機能チェックが自動的に行な

われ、問題を認めた場合には、インジケータのランプの色や画面の表示により

その異常を知らせてくれます。そのため、点検担当者がインジケータを確認し、

正常に使用可能な状態であることを点検する必要があります。 

万が一、インジケータが異常を示している場合には、取扱説明書に従って

対処し、必要に応じて販売業者等に点検や修理を依頼して下さい。 

 

Q 8 インジケータは、どのように確認すればよいですか。 

A  正常に使用可能な状態を示すインジケータのランプの色や画面の表示は、

製品により異なります。お手持ちの AED の添付文書や取扱説明書をご覧下さ

い。 

 

Q 9 インジケータの確認は、毎日、行わなければなりませんか。 

A  AED は本体にプログラムされた自己診断機能により、毎日、毎週、毎月のサ

イクルで機能チェックを行なっていますので、点検担当者は、取扱説明書に従

い日常的に、その結果を確認して下さい。 

ただし、設置された施設や事業所の休日などで、AED を使用しないことが明

らかな時には、点検を実施しなくても構いません。設置場所などを十分考慮の

上、適切に点検を行なって下さい。 
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• 点検記録について 

Q 10 どのような内容を記録するのですか。 

A  日常点検の結果として、インジケータのランプの色や画面の表示等により使

用可能な状態であるか等を記載する（例えば、丸印を付けるなど）のみで十分

です。 

なお、電極パッドやバッテリの交換時期については、点検記録に記載する

必要はありませんが、常に時期を把握しておいて下さい。 

 

Q 11 点検記録には、決められた様式などがありますか。 

A  決められたものはありませんので、設置者又は点検担当者の方がご自身で

作成していただいて結構です。例えば、カレンダーに丸印を記入するのみでも

よいです。 

なお、販売業者等が点検記録表を提供しますので、それらをご活用いただく

ことも可能です。 

 

Q 12 点検記録は、どの程度保管しなければなりませんか。 

A  点検記録の保管期間については、とくに規定していません。AED を使用する

際、その AED が正常状態であったことがわかるように、直近の１ヶ月程度を目

安に記録を保管することが望ましいです。 

 

Q 13 家庭内での使用のみを目的にしていますが、点検記録の保管は必要ですか。 

A  家庭内でのみに使用するために AED を設置している場合には、点検記録の

保管は必ずしも必要ではありません。しかし、その使用目的から、日常点検は

適切に行う必要があります。 
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• 表示ラベルについて 

Q 14 表示ラベルとは何ですか。 

A  点検担当者が電極パッドやバッテリの管理を円滑に行うために、必要な情報

（交換時期や使用期限等）が記載されたものです。AED 本体又は収納ボックス

等に、必ず取り付け又は貼り付けて下さい。 

なお、今後、新規に AED を購入した場合には、販売業者等により消耗品の

交換時期を記載した表示ラベルが取り付けられた状態で納品又は設置されま

す。 

 

Q 15 すでに設置されている AED にも表示ラベルが必要ですか。 

A  すべての AED に必要です。すでに設置されている AED については、販売業

者等が把握している販売先の記録に基づいて、購入者もしくは設置者宛に表

示ラベルと電極パッドやバッテリの交換時期に関する情報等が届けられます。

点検担当者は、表示ラベルに交換時期等の必要事項を書き込み、お手持ち

の AED に取り付け又は貼り付けて下さい。 

なお、表示ラベルは、準備が出来次第、提供されることとなっております。周

囲のAEDに表示ラベルが取り付けられた後も表示ラベルが提供されない場合

には、お手持ちの AED の販売業者等にお問い合わせ下さい。 

 

Q 16 表示ラベルの取付け位置はどこがよいのですか。 

A  通常設置された状態で表示ラベルに記載された電極パッドやバッテリの交

換時期等の情報が確認できるように、配慮する必要があります。とくに収納ボ

ックス内に設置している AED に表示ラベルを取り付ける場合には、ボックスの

扉を開けることなく、記載内容が確認できるように、取り付け位置に注意して

下さい。 
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また、表示ラベルによりインジケータが隠れることのないように注意して下さ

い。詳しくは販売業者等にお問い合わせ下さい。 

 

Q 17 表示ラベルへの記入は、誰が行うのですか。 

A  電極パッドやバッテリを交換した際には、点検担当者が次の交換時期や使

用期限等を表示ラベルに記入して下さい。記入するための表示ラベルやシー

ルは、新たに購入した電極パッドやバッテリに添付されてきます。記入の仕方

等、ご不明な点については、販売業者などにお問い合わせになるか、製品の

ホームページをご参照下さい。 

 

Q 18 表示ラベルを紛失した場合、どのようにすればよいですか。 

A  お手持ちの AED の販売業者等にご連絡下さい。 

 

Q 19 表示ラベルが取付けられていない場合はありますか。 

A  AED の販売業者等と契約を結び、電極パッドやバッテリの管理を委託してい

る場合（Q4 参照）には、表示ラベルを取り付けていないことがあります。ただし、

その場合には表示ラベルのかわりに、「○○社が電極パッドやバッテリの管理

を行っています」などの表示がされています。 
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• 消耗品（電極パッドやバッテリ）の管理について 

Q 20  電極パッドやバッテリはどのくらいの期間で交換が必要ですか。 

A  電極パッドやバッテリの使用期間は製品によって異なりますので、お手持ち

の AED の添付文書や取扱説明書でご確認いただくか、販売業者等にお問い

合わせ下さい。 

 

Q 21  使用していない電極パッドでも、交換時期が来たら必ず交換する必要がある

のですか。 

A  使用期限を過ぎると身体に貼る電極パッドの変質や接着面の乾燥が起こる

ことがあります。そのような電極パッドを使用して電気ショックを行うと、パッド

貼付部を火傷したり、十分な電気ショックが与えられない又は身体に貼ること

ができない可能性もあります。交換時期が来たら、新しい電極パッドへの交換

が必要です。 

 

Q 22  他社の電極パッドを使用することはできるのですか。 

A  お手持ち AED に指定された電極パッドを使用して下さい。指定品以外のもの

を使用すると、動作不良を起こしたり、AED 本来の性能を発揮できない可能性

があります。 

 

Q 23 AED を一度も使用していませんが、バッテリは交換時期が来たら必ず交換す

るのですか。 

A  日常点検の項（Q 7）で述べたように、AEDは自己診断機能を有していますの

で、常に一定の電力を消費しています。救命処置に使用しなくともバッテリは

消耗しますので、交換することが必要です。 
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Q 24 設置環境や使用状況によってバッテリの使用期間が異なるとのことですが、ど

のような状況で変化が生じるのですか。 

A  一般的にバッテリは周囲の温度が高い状態で消耗が早いとされています。

また、AED 講習などのために AED 本体のフタを開けたり、救命処置のために

除細動を行ったりすると、バッテリの寿命は短くなります。 
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• その他 

Q 25 AED の設置情報は、登録しなければならないのですか。 

A  AED は救命のために重要な医療機器です。地域の住民や救急医療に携わ

る機関などが、あらかじめ設置されている AED の場所を把握していると、必要

な時に迅速に対応できます。 

また、AED の不具合などにより販売業者等から製品に関するリコール等の

重要なお知らせが提供されることもあります。設置情報を登録していれば確実

かつ迅速に情報を受け取ることが可能となりますので、ご登録ください。 

なお、AED を家庭や事業所内に設置している場合等には、AED の設置場所

に関する情報を非公開とすることが可能です。 

登録の方法については、販売業者等にお問い合わせ下さい。 

 

Q 26 購入した AED を授与又は寄贈することはできますか。 

A  原則、AED を第三者に販売又は授与することはできません。なぜなら、授与

を行ったために設置場所がわからなくなると、前述したリコール等の重要な情

報を提供することができなくなるなどの可能性があります。授与する必要が生

じた場合等は、必ず、あらかじめ販売業者等にご連絡下さい。 

   なお、薬事法により販売業の許可を得ていない者は、業としての販売や授与

は禁じられております。 
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AEDの適正配置に関するガイドライン 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
平成 25年 9月 9日 

 
 
 
 

一般財団法人日本救急医療財団 

 

 

 

 

AED の適正配置に関するガイドライン

に関連し、開示すべきＣＯＩ関係にあ

る企業等はありません。 
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自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について（再周知） 

 

 

 自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）については、救命救急で使用

される際に、管理の不備により性能を発揮できないなどの重大な事態の発生を防

止するため、「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について」（平

成 21年４月 16日付け医政発第 0416001 号、薬食発第 0416001 号厚生労働省医政

局長・医薬食品局長通知。以下「21年通知」という。）により、適切な管理方法

を周知し、協力をお願いしています。 

今般、ＡＥＤの製造販売業者にアンケート調査を行った結果、適切な維持管理

が行われていない原因として、点検担当者の変更や時間の経過による維持管理へ

の意識の低下などが挙げられています（別紙）。また、「ＡＥＤの設置拡大、適

切な管理等について（あっせん）」（平成25年３月26日付け総評相第64号）で、

21年通知の発出以降も、一部のＡＥＤの維持管理が適切に行われていない実態が

指摘されています。 

このため、ＡＥＤの管理者が消耗品の適切な交換など維持管理の方法を十分に

理解し、日頃から意識するよう、貴管下の各関係団体等に対し、21年通知の再度

の周知徹底をお願いいたします。その際、ＡＥＤが民間企業や集合住宅等にまで

広く普及している現状を踏まえ、一般広報等の活用も検討をお願いいたします。 

また、ＡＥＤの製造販売業者や販売業者・賃貸業者が提供する日常点検の受託

業務や維持管理の補助の各種サービスを活用することも有効と考えられるので、

必要に応じて活用することも検討をお願いいたします。 

なお、本通知の写しを、関係省庁等に対し通知したことを申し添えます。 
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（別紙） 

 

ＡＥＤの維持管理に関する製造販売業者に対するアンケート調査結果（概要） 

 

１．アンケート調査の趣旨 

  設置されたＡＥＤの維持管理は、購入者又は設置者が行っているが、日頃か

ら消耗品の交換など適切な維持管理が行われているかどうか、製造販売業者に

アンケート調査を行い、適切な維持管理の普及啓発に役立てることとしたもの。 

 

２．調査方法 

・国内でＡＥＤを製造販売する製造販売業者（全６社）を対象とした。 

・平成 25年６月末にアンケートを配付し、８月に集計を行った。 

・ＡＥＤの提供、設置の形態としては販売、リース、レンタルがある（その割

合は各社で非公表）。 

 

３．調査結果 

 

① 消耗品の交換・提供は、どのように行われているか。 

・概ね使用期限が切れる前に、製造販売業者から購入者又は設置者に電話、電

子メール、ハガキ等で連絡している（製造販売業者から販売店に連絡し、販

売店で対応するケースもある）。 

・消耗品等の商品は、販売業者等が訪問して交換する場合と、商品を発送して

点検担当者等が自ら交換する場合がある。 

 

② ＡＥＤの管理者である購入者又は設置者自らが維持管理を行っている場合、

維持管理は適切に行われているか。 

・製造販売業者等が日常点検の実施状況を網羅的に確認することは困難である。 

・消耗品の交換については、リース・レンタル（消耗品込みでの契約）では定

期的な商品の発送があるため、交換の実施率が高いとの意見もある（２社）。 

 

③ 設置されたＡＥＤの維持管理が適切に行われていない原因として、どのよう

な理由が考えられるか。 

・購入者又は設置者において、維持管理の必要性や重要性についての認識が不

足している。 

・点検担当者が変更になった場合や、設置してから時間が経過することにより、

維持管理への意識が低下している。 

※ 維持管理が適切に行われていないと感じられる施設の種類に傾向がある

かどうかを各社に質問したが、施設による違いはないとする社がある一方で、

行政・公共施設、一般の会社、共同住宅を挙げる社もあり、各社により認識

が異なった。 



 

④ 製造販売業者（又は販売・賃貸業者）として、ＡＥＤの購入者又は設置者に

維持管理を適切に行っていただくために実施している取組はあるか。 

・販売時に説明や教育を実施する、商品に説明資材を同梱する、訪問時に説明

を行う等を各社で実施している。 

・各社独自の取組事例として、以下のようなものがある。 

・ＡＥＤに自己診断を行った情報を発信する機能を付け、この自己診断の

結果を製造販売業者が受信・管理し、維持管理に必要な情報をメール等

で購入者又は設置者に提供する。 

・購入者又は設置者は、web 上に設けられた専用ページに消耗品の有効期

限等を登録することができ、メール等で消耗品の交換時期のお知らせや

関連情報の提供を受けることができる。 

 

⑤ 保守契約による管理の受託はどの程度行われているか。 

・設置台数の約半数で保守契約を結んでいる１社を除き、他社ではほとんど保

守契約は結ばれておらず、購入者又は設置者が自ら管理を行っている。 

  



医 政 発 0 9 2 7 第 ７ 号 

薬 食 発 0 9 2 7 第 ２ 号 

平 成 25 年 ９ 月 27 日 

 

 

（別記１） 殿 

 

 

                     厚生労働省医政局長 

 

 

                     厚生労働省医薬食品局長 

 

 

 

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について（再周知） 

 

 

 標記については、「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施につ

いて」（平成 21 年４月 16 日付け医政発第 0416002 号、薬食発第 0416002 号厚生

労働省医政局長・医薬食品局長通知。以下「21 年通知」という。）により、ＡＥ

Ｄが救命救急で使用される際に、管理の不備により性能を発揮できないなどの重

大な事態の発生を防止するため、貴省庁等がその庁舎（出先機関を含む。以下同

じ。）等で設置・管理しているＡＥＤの適切な管理等の徹底をお願いしていると

ころです。 

今般、各都道府県知事に対し、管内に設置されているＡＥＤについて、管理者

が維持管理の方法を十分に理解して日頃から意識するとともに、製造販売業者等

が提供する維持管理の各種サービスの活用も検討するよう、別添写しのとおり通

知したので、御了知いただくとともに、貴省庁等がその庁舎等で設置・管理して

いるＡＥＤの適切な管理等の再度の徹底をお願いいたします。 

また、貴省庁等所管の学校、医療機関、交通機関、商業施設等の関係団体に対

し、その関係団体及び会員が設置・管理しているＡＥＤの適切な管理等が徹底さ

れるよう、この通知の内容を再度周知いただきますよう御協力をお願いいたしま

す。 

  



（別記１） 

 

 内閣官房内閣総務官       内閣法制局総務主幹 

 

 人事院事務総局総括審議官    内閣府大臣官房長 

 

 宮内庁長官官房審議官      公正取引委員会事務総局官房総括審議官 

 

 警察庁長官官房長        金融庁総務企画局長 

 

  消費者庁次長          復興庁統括官 

 

  総務省大臣官房長        公害等調整委員会事務局長 

 

 消防庁次長           法務省大臣官房長 

 

 公安調査庁総務部長       最高検察庁総務部長 

 

 外務省大臣官房長        財務省大臣官房長 

 

 国税庁次長                      文部科学省大臣官房長 

 

 文化庁次長           中央労働委員会事務局長 

 

 農林水産省大臣官房長      林野庁次長 

 

 水産庁次長           経済産業省大臣官房長 

 

 資源エネルギー庁次長      特許庁総務部長 

 

 中小企業庁次長         国土交通省大臣官房長 

 

 観光庁次長           気象庁総務部長 

 

 運輸安全委員会事務局長     海上保安庁総務部長 

 

 環境省大臣官房長        原子力規制庁次長 

 

 防衛省大臣官房長               会計検査院事務総局次長 

 

 最高裁判所事務総局経理局長   衆議院事務局庶務部長 

 

 参議院事務局庶務部長      国立国会図書館総務部長 
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自動体外式除細動器（AED）設置登録情報の有効活用等について 
 
自動体外式除細動器（以下「AED」という。）については、「非医療従事者に

よる自動体外式除細動器（AED）の使用について」（平成１６年７月１日付医政

発第０７０１００１号厚生労働省医政局長通知）により非医療従事者である一

般市民にも使用が認められて以降、学校、駅、公共施設、商業施設等を中心に

急速に普及してきた。 
こうした中、AED の設置場所に関する情報等、一般財団法人日本救急医療財

団（以下「財団」という。）が把握した情報については、地方公共団体が情報提

供を希望した場合、AED 設置者の連絡先等ホームページで公開されていない情

報を含めて提供することを当省から財団に対して検討するようお願いしていた

ところであるが、今般、財団に設置された「AED 設置登録情報等に関する小委

員会」において、別添のとおり「AED 設置登録情報の有効活用について（AED
設置登録情報等に関する小委員会報告書）」（以下「報告書」という。）が取りま

とめられた。 
貴職におかれては、この報告書の趣旨を踏まえ、AED が必要な場合に有効に

使用され、地域の救命率が向上するような医療提供体制を整えていただくため

に、AED 設置登録情報の有効活用について、下記の対応をしていただくととも

に、管内の市町村（特別区を含む。）、関係機関、関係団体に周知していただく

ようお願いする。 
 

記 
 
１ 財団への AED 設置登録情報の提供の申請等について 

財団に登録されている AED 設置登録情報のうち、すでに地方公共団体
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への情報提供の承諾を AED 設置者から得ているものについては、今般、

財団から地方公共団体に情報提供を行うこととなったので、必要に応じ

て財団に申請し、財団から提供を受けた AED 設置登録情報を用いて、独

自に取り組まれているＡＥＤマップ等をさらに充実させ、地域の救命率

が向上するような体制を整えていただきたいこと。 
なお、具体的な申請方法については、別途「日本救急医療財団に登録

されている自動体外式除細動器（AED）設置登録情報を地方自治体が活

用するための手順書等について」（平成２７年８月２５日付医政地発第

０８２５第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）で衛生主管部

局長宛に情報提供するので、当該手順書によること。 
また、AED 設置登録情報を利用する際には、ログイン名、パスワード

の交付を受けることが必要となるところ、貴管下の市区町村等が AED 設

置登録情報を利用する際には、必要となるログイン名、パスワードにつ

いては、貴都道府県において当該市区町村等に対し交付および管理をし

ていただきたいこと。 
 

２ 日本救急医療財団全国 AED マップを用いた住民への情報提供について 
今般、財団において、これまで登録されている情報をもとに日本救急

医療財団全国 AED マップを作成したので、現時点で AED マップを作成

していない地方公共団体については、当該マップを地方公共団体のホー

ムページにリンクをさせることなどにより、住民への情報提供に活用す

ること。（リンク作成の必要な手順は前項の手順書等に記載されているこ

と。） 
（参考）「日本救急医療財団全国 AED マップ」  
  URL：  https://www.qqzaidanmap.jp/ 
 

３ 財団に既に登録されている AED 設置登録情報の更新の推進について 
AED 設置登録情報については、AED の具体的な設置場所、使用の可

否に係る情報が重要であるため、財団においては設置者が登録するべき

事項を増やすとともに、適時適切に情報更新が行われるよう従来の登録

方式に代え AED 設置者が直接、財団に登録または更新をするよう改める

とともに、その登録情報の信頼度を明示することにした。 
 ついては、AED 設置登録情報が適時適切に更新され、その信頼度が向

上されるよう、貴管下の AED 設置者に対し登録情報の更新について呼び

かけること。（更新の手順は AED マップホームページからアクセス可。） 
（参考）「自動体外式除細動器（AED）設置の皆様へ」  

      URL：  http://www.qqzaidan.jp/AED/settitouroku.htm 



４ 財団に AED 設置登録情報を未登録の設置者に対する登録の呼びかけにつ

いて 
AED 設置登録情報については、「自動体外式除細動器（AED）の適切

な管理等の実施について（注意喚起及び関係団体への周知依頼）」（平成

２１年４月１６日付医政発第０４１６００１号薬食発第０４１６００

１号厚生労働省医政局長厚生労働省医薬食品局長連名通知）において、

AED 設置者に対して財団に登録するよう、お願いしていたところであ

る。 
 貴管下において、財団に AED 設置登録情報を登録していない AED 設

置者がいる場合、当該設置者に対し財団への登録を呼びかけるなどの取

組をすること。（新規登録の手順も AED マップホームページからアクセ

ス可。） 
（参考）「自動体外式除細動器（AED）設置の皆様へ」  

URL：  http://www.qqzaidan.jp/AED/settitouroku.htm 
 
５ AED を有効に使用するための表示に係る必要な整備について 
（１）誘導表示の充実について 

AED が必要な時に AED を設置している場所にたどり着けるよう、施

設の入口においてはステッカーを表示すること、施設内では AED の設

置場所まで誘導する案内表示を置くことなどの取組をすること。 
 

（２）AED のマークについて 
 今般、AED 設置者が、財団作成の AED のマークを使用したい場合に

おいては、財団のホームページから自由にダウンロードして使用できる

こととしたため、必要に応じて、AED 設置者への周知をすること。 
なお、AED の販売業者や地方公共団体等が作成した独自の AED マー

クの使用を否定するものではないこと。 
 

以上 
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